
別紙 婦人保護費国庫負担金及び国庫補助金交付要綱一部改正新旧対照表（案）

新 旧

別紙 別紙

婦人保護費国庫負担金及び国庫補助金交付要綱 婦人保護費国庫負担金及び国庫補助金交付要綱

（通 則） （通 則）

１ 略 １ 婦人保護費国庫負担金及び国庫補助金（以下「補助金等」という。）について

は、予算の範囲内において交付するものとし、売春防止法（昭和３１年法律第

１１８号）、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（平成１３

年法律第３１号。以下「配偶者暴力防止法」という 、補助金等に係る予算の。）

執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算

の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び厚生労

働省所管補助金等交付規則（平成１２年 令第６号）の規定によるほか、こ労働省
厚生省

の交付要綱の定めるところによる。

（交付の目的） （交付の目的）

２ 略 ２ この補助金等は、売春防止法に基づき要保護女子についてその転落の未然防

止と保護更生を図ること及び配偶者暴力防止法に基づき配偶者からの暴力被害

者である女性の保護等を目的とする。

（交付の対象） （交付の対象）

３ 略 ３ この補助金等は、次の事業を交付の対象とする。

（１）婦人保護事業費負担金

売春防止法第３４条第２項第３号及び配偶者暴力防止法第３条第３項第３

号（同第４項の規定により、厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託し

て行う場合を含む。）の規定により、都道府県が行う婦人相談所による一時

保護の実施に係る事業

（２）婦人相談所運営費負担金

売春防止法第３８条第１項第１号及び配偶者暴力防止法第２７条第１項第

１号の規定により、都道府県が行う婦人相談所の運営事業

（３）婦人保護事業費補助金

昭和３８年３月１９日厚生省発社第３４号厚生事務次官通知「婦人保護事

業の実施要領について」の第四の６により、都道府県が行う婦人保護施設（

婦人保護長期収容施設を含む ）の運営事業。
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（交付額の算定方法） （交付額の算定方法）

４ 略 ４ この補助金等の交付額は、次により算出された額とする。

（１）別紙の表の第２欄に定める種目ごとに、第３欄に定める基準額と第４欄に

定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額を選定する。

（２ （１）により選定された額に第５欄に掲げる負担（補助）率を乗じる。）

（３ （２）により算出された額の合計額を交付額とする。）

（交付の条件） （交付の条件）

５ 略 ５ この補助金等の交付決定には、次の条件が付されるものとする。

（１）事業に要する経費の配分の変更については、次により行うものとする。

ア 婦人保護事業費負担金、婦人相談所運営費負担金及び婦人保護事業費補助金

間での経費の配分の変更は、してはならないものとする。

婦人保護事業費補助金に係る事業に要する経費の種目間での配分の変更イ

（交付決定におけるそれぞれの配分額のいずれか低い額の１０％以内の変更を

行う場合には、当該都道府県の区域を管轄する地方厚生局長（徳島県、香

川県、愛媛県及び高知県にあっては四国厚生支局長、以下「地方厚生（支）

局長」という ）の承認を受けなければならない。。

（２）事業の内容の変更（軽微な変更を除く ）をする場合には、地方厚生（支）。

局長の承認を受けなければならない。

（３）事業を中止し、又は廃止する場合には、地方厚生（支）局長の承認を受け

なければならない。

（４）事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価５０万円以上の機械及

び器具については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令

第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過す

るまで、地方厚生（支）局長の承認を受けないでこの補助金等の交付の目的

に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄しては

ならない。

（５）地方厚生（支）局長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった

場合には、その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。

（６）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後におい

ても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図ら

なければならない。

（７）この補助金等と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式１

による調書を作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を
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整理し、かつ調書及び証拠書類を事業の完了の日（事業の中止又は廃止の承認

を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管し

ておかなければならない。

（申請手続） （申請手続）

６ 都道府県知事は、別紙様式２による申請書に関係書類を添えて、毎年度の８６ 略

月末日までに地方厚生（支）局長に提出するものとする。

（変更申請手続） （変更申請手続）

７ 略 ７ この補助金等の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交

付申請等を行う場合には、６に定める申請手続に従い、別に定める期日までに

行うものとする。

（交付決定までの標準的処理期間） （交付決定までの標準的処理期間）

８ 略 ８ 国は、６又は７に定める申請書が到達した日から起算して、原則として７０日

以内に交付の決定（決定の変更を含む ）を行うものとする。。

（補助金等の概算払） （補助金等の概算払）

９ 略 ９ 厚生労働大臣は、補助金等の概算払をする必要があると認める場合には、国の

支払計画承認額の範囲内において、概算払いをすることができる。

（実績報告） （実績報告）

10 略 10 都道府県知事は、別紙様式３による事業実績報告書に関係書類を添えて、翌年

度の６月末日（５の（３）により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当

該承認通知を受理した日から１か月を経過した日）までに地方厚生（支）局長に

提出しなければならない。

（補助金等の返還）（補助金等の返還）

11 略 11 地方厚生（支）局長は、交付すべき補助金等の額を確定した場合において、既に

その額を超える補助金等が交付されているときは、期限を定めてその超える部分に

ついて国庫に返還することを命ずる。
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（その他） （その他）

12 略 12 特別の事情により４，６，７及び１０に定める算定方法、手続きによることがで

きない場合には、あらかじめ地方厚生（支）局長の承認を受けてその定めるところ

によるものとする。
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別紙 婦 人 保 護 費 交 付 基 準

略 １ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担

(補助)率

婦人保護 事務費 次に掲げる額の合算額 婦人相談所一時 ５／１０

事 業 費 １ 別表に示す「施設事務費算定基準」によって算 保護所職員設置の

負 担 金 定された額（経費の種類ごとにそれぞれの単価に ために必要な給

員数（別に定める「職員職種別配置基準」を限度 料、賃金、職員手

とする。）を乗じて得た額の合算額）を、当該施 当等及び運営のた

設の取扱定員に１２を乗じた数によって除して得 めに必要な旅費、

た額（円未満切捨）と、表１「施設事務費基準限 需用費（印刷製本

度額」とを比較していずれか少ない方の額に取扱 費、食糧費、光熱

定員と１２を乗じて得た額（以下「標準国庫補助 水費、燃料費、修

基本額」という ）とする。 繕料、役務費（通。

ただし、職員職種別配置基準を満たす施設であ 信運搬費）、備品

って、指導員が配置基準を超えて配置されている 購入費、委託料等

場合には、当該超えた指導員数の範囲内において、

厚生労働大臣が必要と認めた指導員数（以下「指

導員加算数」という ）を限度として「施設事務。

費算定基準」によって算定された額（指導員に係

る経費の種類ごとにそれぞれの単価に指導員加算

数を乗じて得た額の合算額）を、当該施設の取扱

定員に１２を乗じた数によって除して得た額（円

未満切捨）と表２「指導員１人当たり加算限度額」

に指導員加算数を乗じて得た額とを比較していず

れか少ない方の額に取扱定員と１２を乗じて得た

額を標準国庫補助基本額に加算することができる。
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１ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担 １ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担

(補助)率 (補助)率

略 （注）１ 「地域区分」の適用範囲については、次

によるものとする。

(1) 「18/100」とは、一般職の職員の給与に

関する法律（昭和25年法律第95号）第１１

条の３の規定に基づく人事院規則 以下 人（ 「

事院規則」という ）9－49別表（以下「別。

表」という ）第１の支給割合が一級地とさ。

れている地域とする。

(2) 「15 100」とは、人事院規則別表第１の支/
給割合が二級地とされている地域とする。

(3) 「12 100」とは、人事院規則別表第１の支/
給割合が三級地とされている地域及び東久留

米市とする。

(4) 「10/100」とは、人事院規則別表第１及び

附則別表第１の支給割合が四級地とされてい

る地域及び習志野市、八千代市、小金井市、

綾瀬市、座間市、逗子市、摂津市、大東市、

広島県府中町とする。

「 」 、 、 。(5) 8/100 とは 東大和市 松原市とする

(6) 「6 100」とは、人事院規則別表第１及び/
附則別表第１の支給割合が五級地とされてい

る地域及び狭山市、新座市、鳩ヶ谷市、富士

見市、ふじみ野市、埼玉県三芳町、蕨市、伊

勢原市、神奈川県寒川町、大阪狭山市、大阪

府忠岡町、川西市とする。

(7) 「3 100」とは、人事院規則別表第１及び/
附則別表第１の支給割合が六級地とされてい

る地域及び長岡京市とする。

(8) 「その他」とは、(1)から(7)以外の地域

とする。
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１ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担 １ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担

(補助)率 (補助)率

２ 略 ２ 取扱定員は、別に定める施設別定員とする。

２ 略 ２ 寒冷地手当

国家公務員の寒冷地手当に関する法律及び同支

給規則に定める支給地域に所在する婦人相談所一

時保護所に勤務する職員に対して支給されるもの

で、毎年１０月３１日現在の現員に対し都道府県

条例の定めるところにより支給した額の合算額と

次の寒冷地手当算定方式により算定した額とを比

較して少ない方の額とする。
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略 １ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担
(補助)率

寒冷地手当算定方式

寒冷地に所在する施設

次表の単価に員数を乗じて算定された額

単 価 員 数

１級地 ２級地 ３級地 ４級地

円 円 円 円
ア 131,900 116,800 112,700 89,000 世帯主の員数

イ 72,900 65,300 64,300 51,000 準世帯主の員数

ウ 51,700 44,000 43,000 36,800 非世帯主の員数

注 「寒冷地」とは、国家公務員の寒冷地手当に関する法律（昭和24年法律第200号）第1条第1号及び第2号に

定める地域をいう。

（備考）１ 「世帯主」とは、扶養親族を有する職員で主としてその収入によって世帯の生計を支えて

いるものをいい 「準世帯主」とは、扶養親族を有しないが居住のため一戸を構え又は下宿、、

寮等において独立世帯を形成しているものをいい 「非世帯主」とは、世帯主及び準世帯主、

以外のものをいう。

２ 「世帯主」には、寒冷地手当支給対象地域外に居住する扶養親族のある職員であって、

その扶養親族と同居しておらず、かつ扶養親族が居住する住居と寒冷地手当支給対象地域

との最短距離が６０キロメートル以上であるものは含まないものとする。



新 旧

１ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担

略 (補助)率

３ 夜間警備体制強化加算

警備員を雇上げ又は委託契約等に基づき警備員

を配置若しくは機械設備を利用し、夜間警備体制

の強化を図る場合次の算式によって算定した額。

ただし、警備員を配置する場合は１施設２名ま

で、機械設備のみの場合は１施設１式までとし、

警備員と機械設備を併用する場合はどちらか一方

を本加算の対象とする。

（宿直職員が配置されており、夜間における入所

者への処遇が適切に行える職員体制になっている

場合に限る。なお、夜間に警備員のみとなる施設

は、本加算の対象としない ）。

（算式）施設定員×夜間警備体制強化加算分保護

単価×警備員数（又は機械設備１式数）

夜間警備体制強化加算分保護単価 （月額）

定 員 単価（円）

20名以下 8,090

21～ 30 5,390

31～ 40 4,040

41～ 50 3,230

51～ 60 2,690

61～ 70 2,310

71～ 80 2,020

81～ 90 1,790

91～100 1,610

（注）婦人相談所の終業時間から翌日の始業時間

までの間１２時間以上警備員を１名配置する場合

には本加算分保護単価に２を乗じた単価を加算す

るものとする。



新 旧

１ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担 １ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担

(補助)率 (補助)率

４ 略 ４ 入所者処遇特別加算

高齢者等を非常勤職員として雇用している施設

であって、別途定めるところにより、入所者処遇

特別加算が必要と認定された場合。

５ 略 ５ 単身赴任手当加算

職員のうち単身赴任者が存する施設であって、

別途定めるところにより、単身赴任手当加算が必

要と認定された場合。

６ 略 ６ 事務用冬期採暖費

北海道に所在する施設について

取扱人員×２，２１０円

７ 降灰除去費 ７ 降灰除去費

活動火山対策特別措置法（昭和48年法律第61 活動火山対策特別措置法（昭和48年法律第61

号）に基づき、降灰防除地域の指定を受けた地域 号）に基づき、降灰防除地域の指定を受けた地域

に所在する施設について に所在する施設について

１施設当たり年額 １３９，５４０円 １施設当たり年額 １３９，３３０円

８ 略 ８(1) １により算定した事務費について、次の各号

のいずれかに該当するときは、その事実の生じ

た日の属する月の翌月から１の方法に準じて事

務費の額を改定すること。

ア 当該施設の取扱定員に変更を生じたとき。

イ 当該施設の職員に増減を生じたとき。

ただし、１か月以内における増減を除く。

(2) 算定した事務費の算定基礎等に誤りがあった

場合は決定の時期にさかのぼって改定するこ

と。

９ 心理療法担当職員雇上費加算 ９ 心理療法担当職員雇上費加算

別途定めるところにより、心理療法担当職員雇 別途定めるところにより、心理療法担当職員雇

上費加算が必要と認定された場合。 上費加算が必要と認定された場合。

１施設当たり年額 １，７９４，４４２円 １施設当たり年額 １，７９４，４１０円



新 旧

１ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担 １ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担

(補助)率 (補助)率

10 同伴児童対応指導員雇上費加算 10 同伴児童対応指導員雇上費加算

別途定めるところにより、婦人相談所一時保護 別途定めるところにより、婦人相談所一時保護

所において、主に同伴児童の対応を行う指導員の配 所において、主に同伴児童の対応を行う指導員の配

置が必要と認定された場合。 置が必要と認定された場合。

１施設当たり年額 １施設当たり年額

（１人配置の場合） ２，２５７，８０２円 （１人配置の場合） ２，２５７，７７０円

（２人配置の場合） ４，５１５，６０４円 （２人配置の場合） ４，５１５，５４０円

11 一時保護委託費 11 一時保護委託費

配偶者暴力防止法に基づき配偶者から暴力を受 配偶者暴力防止法に基づき配偶者から暴力を受

けた者及び恋人から暴力を受けた者（以下「暴力被 けた者（以下「暴力被害者」という。）の一時保

害者」という ）の一時保護を委託して行う場合、 護を委託して行う場合、次により算出された額の。

次により算出された額の合算額 合算額

〔１４日以内の場合〕 〔１４日以内の場合〕

１ 暴力被害者分 １ 暴力被害者分

(1)略 (1)暴力被害者

各月の委託延人数に日額７，６５０円を乗じた額

(2)同伴児（者）加算 (2)同伴児（者）加算

暴力被害者が、その家族を同伴する場合には次 暴力被害者が、その家族を同伴する場合には次

に示す額に各月の委託延人数を乗じた額を加算す に示す額に各月の委託延人数を乗じた額を加算す

るものとする。 るものとする。

同伴児 就学前児童 ４，４００円 同伴児 就学前児童 ４，４５０円

就学児から１８歳未満児童 ２，４２０円 就学児から１８歳未満児童 ２，４２０円

同伴者 １，９５０円 同伴者 １，９５０円

※１ 同伴児とは、暴力被害者が同伴する児童（１８歳 ※１ 同伴児とは、暴力被害者が同伴する児童（１８歳

未満 ）とする （以下同じ ） 未満 ）とする （以下同じ ）。 。 。 。 。 。

※２ 同伴者とは、同伴児以外の親等の家族とする。 ※２ 同伴者とは、同伴児以外の親等の家族とする。

（以下同じ ） （以下同じ ）。 。

２ 同伴児（者）単独分 ２ 同伴児（者）単独分

暴力被害者と、その同伴する家族を分離し一時 暴力被害者と、その同伴する家族を分離し一時

保護を委託して行う場合は次に示す額に各月の委 保護を委託して行う場合は次に示す額に各月の委

託延人数を乗じた額。 託延人数を乗じた額。

児童 就学前児童 ７，４９０円 児童 就学前児童 ７，５４０円

就学児から１８歳未満の児童 ５，５１０円 就学児から１８歳未満の児童 ５，５１０円



新 旧

１ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担 １ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担

(補助)率 (補助)率

児童以外の者 ５，０３０円 児童以外の者 ５，０３０円

（注）暴力被害者の一時保護が前提であること。 （注）暴力被害者の一時保護が前提であること。

（１４日を超えた場合も同様 ） （１４日を超えた場合も同様 ）。 。

〔１４日を超えた場合〕 〔１４日を超えた場合〕

１ 暴力被害者分 １ 暴力被害者分

(1)暴力被害者 (1)暴力被害者

各月の委託延人数に日額７，５００円を乗じた額 各月の委託延人数に日額７，５００円を乗じた額

(2)同伴児（者）加算 (2)同伴児（者）加算

暴力被害者が、その家族を同伴する場合には次 暴力被害者が、その家族を同伴する場合には次

に示す額に各月の委託延人数を乗じた額を加算す に示す額に各月の委託延人数を乗じた額を加算す

るものとする。 るものとする。

同伴児 就学前児童 ４，４００円 同伴児 就学前児童 ４，４５０円

就学児から１８歳未満児童 ２，４２０円 就学児から１８歳未満児童 ２，４２０円

同伴者 １，８００円 同伴者 １，８００円

２ 同伴児（者）単独分 ２ 同伴児（者）単独分

暴力被害者と、その同伴する家族を分離し一時 暴力被害者と、その同伴する家族を分離し一時

保護を委託して行う場合は次に示す額に各月の委 保護を委託して行う場合は次に示す額に各月の委

託延人数を乗じた額。 託延人数を乗じた額。

児童 就学前児童 ７，４９０円 児童 就学前児童 ７，５４０円

就学児から１８歳未満の児童 ５，５１０円 就学児から１８歳未満の児童 ５，５１０円

児童以外の者 ４，８８０円 児童以外の者 ４，８８０円

12 人身取引被害者の一時保護委託費 12 人身取引被害者の一時保護委託費

人身取引被害者の一時保護を委託して行う場合、 人身取引被害者の一時保護を委託して行う場合、

次により算出された額の合算額 次により算出された額の合算額

〔１４日以内の場合〕 〔１４日以内の場合〕

１ 略 １ 人身取引被害者分

前項〔１４日以内の場合〕の１の「暴力被

害者」を「人身取引被害者」と読み替え、そ

の基準額を適用する。

２ 略 ２ 同伴児（者）単独分

前項〔１４日以内の場合〕の２の「暴力被

害者」を「人身取引被害者」と読み替え、そ



新 旧

１ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担

略 (補助)率

の基準額を適用する。

〔１４日を超えた場合〕

１ 人身取引被害者分

前項〔１４日を超えた場合〕の１の「暴力

被害者」を「人身取引被害者」と読み替え、

その基準額を適用する。

２ 同伴児（者）単独分

前項〔１４日を超えた場合〕の２の「暴力

被害者」を「人身取引被害者」と読み替え、

その基準額を適用する。

13 売春防止法に基づく要保護女子の一時保護委託費

別途定めるところにより、売春防止法に基づく要

保護女子（以下「要保護女子」という ）の一時保。

護を委託して行う場合、次により算出された額の合

算額

〔１４日以内の場合〕

１ 要保護女子分

前々項〔１４日以内の場合〕の１の「暴力被

害者」を「要保護女子」と読み替え、その基準

額を適用する。

２ 同伴児（者）単独分

前々項〔１４日以内の場合〕の２の「暴力被

害者」を「要保護女子」と読み替え、その基準

額を適用する。

〔１４日を超えた場合〕

１ 要保護女子分

前々項〔１４日を超えた場合〕の１の「暴力

被害者」を「要保護女子」と読み替え、その基

準額を適用する。

２ 同伴児（者）単独分

前々項〔１４日を超えた場合〕の２の「暴力

被害者」を「要保護女子」と読み替え、その基

準額を適用する。
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１ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担

(補助)率略

事業費 次に掲げる額の合算額 婦人相談所一時 ５／１０

１ 要保護女子等分 保護所入所者の処

(1) 事業費 遇のために必要な

各月初日の保護現員（月の中途において退所 需用費（食糧費、

した者を除く。以下「各月当初保護現員」とい 光熱水費、燃料

う。）に月額５４，６００円を乗じた額の合算 費、消耗品費 、）

額。 扶助費等

ただし、毎年１１月１日からその翌年３月

３１日までの間は、その間の各月当初保護現員

に次の冬期加算額を乗じて算定した額を加える

ものとすること。

冬 期 加 算 額

Ⅰ 区 Ⅱ 区 Ⅲ 区 Ⅳ 区 Ⅴ 区 Ⅵ 区

円 円 円 円 円 円
8,900 7,100 5,400 4,200 2,800 2,200

(注) 地区別区分は、生活保護法による保護基準
（昭和３８年厚生省告示第１５８号）の別表
第１附表の区分による婦人相談所の所在地に
ついて適用するものであること。

(2) 妊産婦加算

妊産婦については、各月当初保護現員に掲げ

る区分ごとの妊産婦加算額を乗じて算定した額

を、前項により算定した事業費に加えるものと

すること。

ただし、妊婦については、次に掲げる妊婦の

額を出産した日の属する月まで加算するものと

し、産婦については出産した日の属する月の翌

月から２か月間加算するものとすること。

妊 産 婦 加 算 額

妊 婦
産 婦

６月未満 ６月以上

円 円 円

9,140 13,810 8,490



新 旧

１ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担

(補助)率略

(3) 母子加算

要保護女子等が乳児または幼児を養育しなけ

ればならない場合はその者の各月初日の在籍戸

数（月の中途において退所した月を除く。）に

月額１９，３８０円を、養育しなければならな

い者が２人の場合は１，５６０円、３人以上１

人増すごとにさらに月額７７０円を加算した額

を乗じた額を(1) の事業費に加算するものとす

る。

ただし、国民年金法（昭和３４年法律第１４

１号）の規定による遺族基礎年金の支給を受け

ている者はこれを除外すること。

（注）乳児とは、満１才未満の者、幼児とは、

満１才以上小学校就学前の者をいうもので

あること （以下同じ ）。 。

(4) 期末一時扶助費

毎年１２月初日保護現員×５，０７０円

(5) 被服加算

各月保護人員×月額２５０円

２ 要保護女子等が同伴する乳幼児

(1) 事業費

ア 乳児の各月当初保護現員に月額３７，９００円

を乗じた額の合計額。

イ 幼児の各月当初保護現員に月額４２，６００円

を乗じた額の合計額。

ただし、毎年１１月１日からその翌年３月

３１日までの間はその間の乳児又は幼児の各

月当初保護現員に前記１の(1) の冬期加算額

を乗じて算定した額を加えるものとするこ

と。

(2) 期末一時扶助費

毎年１２月初日保護現員×５，０７０円

(3) 被服加算

各月保護人員×月額２５０円



新 旧

１ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担略

(補助)率

３ 事業費の算出にあたり月の途中で保護又は退所

した者についての事業費（冬期加算を含む 、妊。）

産婦加算及び母子加算の額は次の算式により算定

した額とする。

当該月の保護日数

月額単価 ×

３０日又は当該月の日数

４ 入所者の生活指導のための器具機材費として地

方厚生（支）局長が必要と認めた額。
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１ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担略

(補助)率

婦人相談 運営費 次に掲げる額の合算額 ５／１０

所運営費 １ 婦人相談所活動費 婦人相談所が行う

負担金 都道府県域内にお

婦人相談所が行う都道府県域内における要保護女 ける要保護女子等

子等の移送等を行う事業に要する経費として、地方 の移送等を行うた

厚生（支）局長が必要と認めた額 めに必要な旅費、

役務費（通信運搬

費）

２ 外国人婦女子緊急一時保護経費 婦人相談所が行う

外国人婦女子緊急

婦人相談所が行う外国人婦女子緊急一時保護事業 一時保護事業を行

に要する経費として、地方厚生（支）局長が必要と うために必要な旅

認めた額 費、役務費（通信

運搬費）、通訳雇

上費、婦人相談所

で一時保護した人

身取引被害者の医

療費（医療機関に

、 、おける診察 検査

治療及び診断書の

発行等医療に要す

る費用。ただし、

他法他制度が利用

できない場合に限

る ）。

３ 広域措置費 婦人相談所が行う

配偶者からの暴力

婦人相談所が行う配偶者からの暴力被害女性を他 被害女性を他の都

の都道府県の婦人相談所等へ移動させるための経費 道府県の婦人相談

として、地方厚生（支）局長が必要と認めた額 所等へ移動させる

ために必要な旅

費、需用費（燃料

費 、役務費（通）

信運搬費）



新 旧

１ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担

略 (補助)率

４ 相談・一時保護同伴児童経費 婦人相談所が行う要 ５／１０

保護女子等に同伴す

婦人相談所が自ら行う要保護女子等に同伴する児童 る児童の保育及び学

の保育及び学習支援等を行う事業に要する経費 習支援等を行うため

に必要な備品購入

当該年度の同伴児童保護延人数に日額１８０円を 費、需用費（消耗品

乗じた額 費）
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１ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担

略 (補助)率

婦人保護 事務費 Ⅰ 婦人保護施設 婦人保護施設職 ５／１０

事 業 費 １ 〔区分〕婦人保護事業費負担金 員設置のために必

補 助 金 〔種目〕事務費の基準額による。 要な給料、賃金、

(婦人保 ただし、基準額の「２ 寒冷地手当」中「都 職員手当等及び運

護長期収 道府県条例」とあるのは「都道府県条例（法人 営のために必要な

容施設を の経営する施設にあっては、当該法人の寒冷地 旅費、需用費（消

含む｡) 手当の支給に関する規定 」と読み替えること。 耗品費、燃料費、）

また、基準額の「３ 夜間警備体制強化加算」 食糧費、印刷製本

中「１施設２名」とあるのは「１施設１名」と 費、光熱水費、修

読み替え 「 注 」の部分は除くこと。 繕費）、役務費、（ ）

なお、施設入所者に対して特別な処遇を行っ （通信運搬費 、）

ている施設については地方厚生（支）局長がそ 備品購入費、委託

の都度承認した額。 料等

２ 施設機能強化推進費

施設機能の充実強化を推進している施設であ

って別途定めるところにより、施設機能強化推

進費を必要とするものと認定された場合。

別途加算単価

３ 精神科医雇上費

入院治療の必要はないが精神に障害のある者

（精神科通院により投薬治療を受けている者及

び施設内において専門医の処方を受けている者

（以下「対象者」という））が毎年４月１日現

在の実入所人員に対して１０人以上を占めてい

る施設に対し、１回当たり単価１３，５７０円

を限度として年１２回の範囲内で加算する。

対象者が２１人を超える施設であるときは、

次表に定める回数の範囲内でさらに加算する。

対象者が２１人を超える施設への加算回数

対象者数 加算回数（年間）

２１～３０人 １２回

３１人以上 ２４回
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１ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４対象経費 ５ 負担 １ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担

(補助)率 (補助)率

４ 略 ４ 民間施設給与等改善費

地方公共団体の経営する施設以外の施設（た

だし、昭和４６年７月１６日社庶第１２１号厚

生省社会局長、児童家庭局長通知にいう社会福

祉事業団等の経営施設を除く。）であって、別

途定めるところにより、民間施設給与等改善費

の加算を必要とするものと認定された場合。

事務費基準額×別途定めるところにより決定さ

れた加算率

５ 心理療法担当職員雇上費加算 ５ 心理療法担当職員雇上費加算

別途定めるところにより、心理療法担当職員 別途定めるところにより、心理療法担当職員

加算が必要と認定された場合。 加算が必要と認定された場合。

（１）常勤職員 （１）常勤職員

「施設事務費算定基準」によって算定された額 「施設事務費算定基準」によって算定された額

（心理療法担当職員に係る経費の種類ごとにそれぞ （心理療法担当職員に係る経費の種類ごとにそれぞ

れの単価に員数を乗じて得た額の合算額）を当該取扱 れの単価に員数を乗じて得た額の合算額）を当該取扱

（ ） （ ）定員に１２を乗じた数によって除した額 円未満切捨 定員に１２を乗じた数によって除した額 円未満切捨

と表３「心理療法担当職員加算限度額」とを比較して と表３「心理療法担当職員加算限度額」とを比較して

いずれか少ない方の額に取扱定員と１２を乗じて得た いずれか少ない方の額に取扱定員と１２を乗じて得た

額とする。 額とする。

（２）常勤的非常勤職員 （２）常勤的非常勤職員

１施設当たり年額 ２，９６２，２９７円 １施設当たり年額 ２，９７６，３４３円

（３）非常勤職員 （３）非常勤職員

１施設当たり年額 １，７１２，１２２円 １施設当たり年額 １，７１２，０９０円

６ 同伴児童対応指導員雇上費加算 ６ 同伴児童対応指導員雇上費加算

、 、 、 、別途定めるところにより 婦人保護施設において 別途定めるところにより 婦人保護施設において

主に同伴児童の対応を行う指導員の配置が必要と認 主に同伴児童の対応を行う指導員の配置が必要と認

定された場合。 定された場合。

１施設当たり年額 １施設当たり年額

（１人配置の場合） ２，２５７，８０２円 （１人配置の場合） ２，２５７，７７０円

（２人配置の場合） ４，５１５，６０４円 （２人配置の場合） ４，５１５，５４０円
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１ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担 １ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担

(補助)率 (補助)率

７ 略 ７ 人身取引被害者支援のための通訳者及びケース

ワーカー雇上費加算

、 、別途定めるところにより 婦人保護施設において

人身取引被害者の対応を行う通訳者及びケースワー

カーを雇い上げた場合、各月雇い上げた日数と以下

の日額単価を乗じて得た額とする。

なお、当該加算については、雇上げた月を基礎と

して算定すること。

（１）通訳者

１施設当たり日額 １０，７９０円

（２）ケースワーカー

１施設当たり日額 ７，１８０円

Ⅱ 婦人保護長期収容施設 Ⅱ 婦人保護長期収容施設

(1) 施設事務費は収容委託者各月の現員数に１人 (1) 施設事務費は収容委託者各月の現員数に１人

月額基準額８４，５００円を乗じて得た額とする。 月額基準額７８，１００円を乗じて得た額とする。

(2) 施設機能強化推進費は、前項Ⅰ婦人保護施設 (2) 施設機能強化推進費は、前項Ⅰ婦人保護施設

の２施設機能強化推進費の取扱いによる。 の２施設機能強化推進費の取扱いによる。

(3) 民間施設給与等改善費は、前項Ⅰ婦人保護施 (3) 民間施設給与等改善費は、前項Ⅰ婦人保護施

設の４民間施設給与等改善費の算定による。 設の４民間施設給与等改善費の算定による。

(4) 下記の都道府県にあっては、次に掲げる定数 (4) 下記の都道府県にあっては、次に掲げる定数

を基礎に算定する。 を基礎に算定する。

北海道 ７人 北海道 ７人

東京都 ４０人 東京都 ４０人

神奈川県 １０人 神奈川県 １０人

愛知県 ５人 愛知県 ５人

大阪府 ５人 大阪府 ５人

兵庫県 ７人 兵庫県 ７人

福岡県 ５人 福岡県 ５人

(注) 別表に示す「施設事務費算定基準」は婦人 (注) 別表に示す「施設事務費算定基準」は婦人

保護長期収容施設に適用しない。 保護長期収容施設に適用しない。
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１ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担 １ 区分 ２種目 ３ 基 準 額 ４ 対象経費 ５ 負担

(補助)率 (補助)率

事業費 １ 略 事業費 １ 〔区分〕婦人保護事業費負担金 婦人保護施設入

〔種目〕事業費の基準額（４を除く）による。 所者の処遇のため ５／１０

ただし、基準額中「婦人相談所」とあるのは、 に必要な需用費

「婦人保護施設」と読み替えること。 （食糧費、光熱水

なお、被服加算については、各月初日現員×月 費、燃料費、消耗

額２５０円とする。 品費）、備品購入

費、扶助費、委託

２ 略 ２ 社会適応訓練費 料等

各月初日保護現員×月額３３０円

３ 略 ３ 入所者の生活指導、職業訓練のための器具、機

、 （ ） 。材費として 地方厚生 支 局長が必要と認めた額

４ 略 ４ 同伴児童経費 婦人保護施設が行

同伴児童対応指導員を配置する婦人保護施設が う要保護女子等に

行う要保護女子等に同伴する児童の保育及び学習 同伴する児童の保

支援等に要する経費 育及び学習支援等

当該年度の同伴児童保護延人数に日額１８０円 を行うために必要

を乗じた額 な備品購入費、需

用費（消耗品費）

５ 略 ５ 人身取引被害者支援のための医療費 婦人保護施設で保

人身取引被害者が診察、治療等の医療を受ける 護した人身取引被

ために要する経費 害者の医療費（医

療機関における診

察、検査、治療及

び診断書の発行等

。医療に要する費用

ただし、他法他制

度が利用できない

場合に限る ）。
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（別表）

施 設 事 務 費 算 定 基 準略

経費の

経費の区分 単 価 員 数

種 類

人件費 (1) 給 与 毎年４月１日現在（以下「４月当初現在」と １２

いう ）の職員の現員を基礎として算定する。。

ア．都道府県及び市が経営する施設にあっては、

４月当初現在の職員の現員の本俸、特殊業務

手当（主任指導員及び指導員については、別に

定める額を限度とし、看護師については、１人

月額２，５００円を限度とする。）、地域手当

（毎年度の４月中に給与の改定を行うことが

明らかな場合は、その本俸、特殊業務手当及び

地域手当をもって４月当初現在のそれぞれの額と

みなす。）及び扶養手当の合算額と次に示す

職員の職種別の本俸、特殊業務手当、地域手当

及び扶養手当の合算額とを比較していずれか

少ない方の額とする。
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経費の 経費の

経費の区分 単 価 員 数 経費の区分 単 価 員 数

種 類 種 類

イ．法人が経営する施設にあっては、４月当初 イ．法人が経営する施設にあっては、４月当初

現在の職員の本俸、特殊業務手当（主任指導員 現在の職員の本俸、特殊業務手当（主任指導員

及び指導員については別に定める額を限度とし、 及び指導員については別に定める額を限度とし、

看護師については、１人月額２，５００円を 看護師については、１人月額２，５００円を

限度とする 、地域手当（毎年度の４月中に給 限度とする 、地域手当（毎年度の４月中に給。） 。）

与の改定を行うことが明らかな場合は、その本 与の改定を行うことが明らかな場合は、その本

俸、特殊業務手当及び地域手当をもって４月当 俸、特殊業務手当及び地域手当をもって４月当

初現在のそれぞれの額とみなす。）及び扶養手当 初現在のそれぞれの額とみなす。）及び扶養手当

の合算額とする。 の合算額とする。

(2) 期末勤勉手当 (1)の給与の単価及び(1) の給与の算定の基礎と ３．９５ (2) 期末勤勉手当 (1)の給与の単価及び(1) の給与の算定の基礎と ４．１５

なった４月当初現在の職員の期末勤勉手当加算額 （円未満切捨） なった４月当初現在の職員の期末勤勉手当加算額 （円未満切捨）

の合算額とする。 の合算額とする。

(3) 管 理 職 手 当 (1)の給与の単価の欄において算定した施設長の ０．１２５ (3) 管 理 職 手 当 (1)の給与の単価の欄において算定した施設長の ０．１２５

本俸×１２ 本俸×１２

(4) 管理職員特別 (1)の給与の単価の欄において算定した施設長に 勤務回数 (4) 管理職員特別 (1)の給与の単価の欄において算定した施設長に 勤務回数

勤 務 手 当 ついて、臨時又は緊急の必要による週休日又は 勤 務 手 当 ついて、臨時又は緊急の必要による週休日又は

休日の勤務をした場合 休日の勤務をした場合

勤務１回につき ６，０００円 勤務１回につき ６，０００円

(5) 超過勤務手当 (1)の給与の単価の欄において算定した本俸、 ０．０４２７ (5) 超過勤務手当 (1)の給与の単価の欄において算定した本俸、 ０．０４２７

特殊業務手当（１人月額２，５００円の加算額を 特殊業務手当（１人月額２，５００円の加算額を

除く｡)及び地域手当の額の合算額（施設長の本俸 除く｡)及び地域手当の額の合算額（施設長の本俸

及び地域手当の額を除く｡)×１２ 及び地域手当の額を除く｡)×１２

(6) 住 居 手 当 (1)の給与の算定の基礎となった４月当初現在の １２ (6) 住 居 手 当 (1)の給与の算定の基礎となった４月当初現在の １２

職員の住居手当の月額 職員の住居手当の月額

(7) 通 勤 手 当 (1)の給与の算定の基礎となった４月当初現在の １２ (7) 通 勤 手 当 (1)の給与の算定の基礎となった４月当初現在の １２

職員について算定した手当月額 職員について算定した手当月額



新 旧

経費の 経費の

経費の区分 単 価 員 数 経費の区分 単 価 員 数

種 類 種 類

(8) (8) 非常勤調理員 年額 １，５９６，０００円 １略

等

(9) (9) 非常勤調理員等 年額 ７４，４８０円 １略

年休代替要員費

(10) (10)年休代替要員費 年額 １１８，４００円 (1) の給与の算定の基略

礎となった指導員及び

看護師数

(11) (11)調理員等年休 年額 １０６，４００円 (1) の給与の算定の基略

代 替 要 員 費 礎となった調理員等

(12) (12)看護代替経費 年額 １，９５０円 取扱定員略

(13)社 会 保 険 料 厚生年金保険、健康保険及び雇用保険労働者 １２ (13)社 会 保 険 料 厚生年金保険、健康保険及び雇用保険労働者 １２

事業主負担金 災害補償保険又は地方公務員共済組合についてのみ 事業主負担金 災害補償保険又は地方公務員共済組合についてのみ

４月当初現在職員現員の給与に見合う所定の月額 ４月当初現在職員現員の給与に見合う所定の月額

の合算額又は給与の算定基礎額の欄において算定 の合算額又は給与の算定基礎額の欄において算定

した給与に０．１８８４４を乗じて得た額 した給与に０．１７９２０を乗じて得た額

(14) (14)嘱 託 医 手 当 ４月当初現在の嘱託医手当の月額 １２略

(15) 宿直業務改善費 １施設年額 ２，４６０，５００円 １ (15)宿直業務改善費 １施設年額 ２，４５２，５２０円 １

管理費 (16) 管理費 (16)旅 費 ５，５８０円 (1) の給与の算定の基略

礎となった職員のう

ち、調理員等を除いた

職員数

(17) (17)庁 費 ５７，１２０円 同 上略



新 旧

経費の 経費の

種 類 経費の区分 単 価 員 数 種 類 経費の区分 単 価 員 数

(18)略 (18)特 別 管 理 費 ５０人以下の施設 年額 ８４２，１００円 １

５１人以上の施設 年額 ７８５，４００円 １

(19)略 (19)職 員 研 修 費 １，９５０円 (1) の給与の算定の基

礎となった職員のう

ち、調理員等を除いた

職員数

(20)略 (20)被 服 手 当 ６３０円 (1) の給与の算定の基

礎となった調理員等

(21)職員健康管理費 ５，７７０円 (1) の給与の算定の基 (21)職員健康管理費 ５，７４０円 (1) の給与の算定の基

礎となった職員数 礎となった職員数

(22)略 (22)各 所 修 繕 費 １㎡当たり ３７９円 当該施設の実延数

（１㎡未満切捨）

ただし、一時保護所の

場合婦人相談所との兼

用部分については、そ

の主たる用途によって

按分された延面積

(23)略 (23)入 所 者 保 健 ３，１５０円 取扱定員

衛生費

(24)略 (24)業務省力化等 直接処遇職員 年額 ２９９，９８５円 (1) の給与の算定の基
勤務条件改善費 礎となった指導員及び

看護師数

調 理 員 年額 ２９０，４７２円 (1) の給与の算定の基
礎となった調理員数

(25)非 常 勤 職 員 年額 ５，７７０円 １ (25)非 常 勤 職 員 年額 ５，７４０円 １
処 遇 改 善 費 処 遇 改 善 費

(26)略 (26)苦情解決対策 年額 ２５，３２６円 １

経費



新 旧

経費の

経費の区分 単 価 員 数

略 種 類

(27)調理業務外 調理業務の全部を委託する場合は、その委託料 １２

部委託費 （事務費相当）の月額



別
紙

様
式

１

厚
生

労
働

省
所

管

科
目

予
算

現
額

収
入

済
額

科
目

予
算

現
額

う
ち

国
庫

補
助

金
相

当
額

支
出

済
額

う
ち

国
庫

補
助

金
相

当
額

（
項

）
児

童
虐

待
等

防
止

対
策

費

（
目

）
婦

人
保

護
事

業
費

負
担

金

（
目

）
婦

人
相

談
所

運
営

費
負

担
金

（
目

）
婦

人
保

護
事

業
費

補
助

金

　
国

の
歳

出
予

算
科

目
欄

に
お

い
て

補
助

事
業

等
に

要
す

る
経

費
の

配
分

に
応

じ
て

補
助

金
等

の
額

の
区

分
名

を
記

載
す

る
場

合
に

お
い

て
、

こ
れ

に
対

応
す

る
経

費
の

配
分

の
目

　
の

内
訳

に
係

る
と

き
は

、
当

該
経

費
の

配
分

の
目

の
内

訳
と

し
て

記
載

す
る

こ
と

。

３
　

「
予

算
現

額
」
は

、
歳

入
に

あ
っ

て
は

当
初

予
算

額
、

補
正

予
算

額
等

の
区

分
を

、
歳

出
に

あ
っ

て
は

、
当

初
予

算
額

、
補

正
予

算
額

、
予

備
費

支
出

額
、

流
用

増
減

額
等

の
区

分

　
を

明
ら

か
に

し
て

記
載

す
る

こ
と

。

４
　

「
備

考
」
は

、
参

考
と

な
る

べ
き

事
項

を
適

宜
記

載
す

る
こ

と
。

略
地

　
　

　
　

　
　

方
　

　
　

　
　

　
公

　
　

　
　

　
　

共
　

　
　

　
　

　
団

　
　

　
　

　
　

体

　
承

認
を

要
す

る
も

の
と

規
定

し
て

い
る

場
合

に
お

い
て

は
、

他
に

流
用

す
る

こ
と

に
つ

い
て

禁
止

し
、

又
は

承
認

を
要

す
る

も
の

と
し

て
配

分
さ

れ
た

経
費

に
対

す
る

補
助

金
等

の
額

　
の

区
分

名
を

特
掲

し
、

そ
の

他
の

経
費

に
対

す
る

補
助

金
等

の
額

に
つ

い
て

は
一

括
し

て
「
そ

の
他

」
の

区
分

名
を

記
載

す
る

こ
と

。

２
　

「
地

方
公

共
団

体
」
の

「
科

目
」
は

歳
入

に
あ

っ
て

は
款

、
目

、
節

を
、

歳
出

に
あ

っ
て

は
、

款
、

項
、

目
を

そ
れ

ぞ
れ

記
載

す
る

こ
と

。
な

お
、

歳
出

に
あ

っ
て

は
前

記
な

お
書

に
よ

り

備
　

　
　

考

国

歳
出

予
算

科
目

補
助

率

新

平
成

　
　

　
年

度
婦

人
保

護
費

負
担

（
補

助
）
金

調
書

交
付

決
定

の
額

旧

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

１
　

「
国

」
の

「
歳

出
予

算
科

目
」
は

、
項

及
び

目
（
交

付
決

定
が

目
の

細
分

に
お

い
て

行
わ

れ
る

場
合

は
、

目
の

細
分

ま
で

）
を

記
載

す
る

こ
と

。

　
　

な
お

、
各

省
各

庁
の

長
が

補
助

金
等

を
補

助
要

綱
又

は
補

助
条

件
等

に
よ

っ
て

、
補

助
事

業
等

に
要

す
る

経
費

の
配

分
の

変
更

に
つ

い
て

禁
止

し
、

又
は

、
各

省
各

庁
の

長
の

歳
　

　
　

　
　

　
入

歳
　

　
　

　
　

　
出



別紙様式２

地方厚生（支）局長　　殿

都　道　府　県　知　事　　　印

1 金 円

金 円

金 円

２

（１） 平成　　　年度婦人保護費所要額調（別紙１）

（２） 平成　　　年度婦人保護事業計画書（別紙２）

（３） 平成　　　年度歳入歳出予算書抄本（又は見込書）

３ 変更申請の場合には、１にかかわらず、次のとおりとする。

金 円（Ａ）

金 円（Ｂ）

金 円

旧

番 号
平 成 年 月 日

略

新

平成　　年度婦人保護費負担（補助）金の交付申請について

標 記 に つ い て 、 次 の と お り 交 付 さ れ た く 関 係 書 類 を 添 え て 申 請 す る 。

前 回 まで の 交 付 決 定 額

差引今回変更増△減額 （Ａ） － （Ｂ）

申 請 額

国 庫 負 担 金 申 請 額

国 庫 補 助 金 申 請 額

関 係 書 類

申 請 額



別
紙

１

都
道

府
県

名

金
　

　
額

積
　

算
　

基
　

礎
金

額
種

目
内

訳
積

算
基

礎

　
１

　
一

時
保

護
所

保
護

費
負

担
金

（
１

）
事

務
費

（
内

訳
別

表
１

）
５

／
１

０

（
２

）
事

業
費

（
内

訳
別

表
２

）
機

械
器

具
費

別
紙

５
／

１
０

Ⅱ
　

婦
人

相
談

所
運

営
費

負
担

金

　
　

婦
人

相
談

所
運

営
費

負
担

金
（
内

訳
別

表
４

）
５

／
１

０

Ⅲ
　

婦
人

保
護

事
業

費
補

助
金

　
　

 婦
人

保
護

施
設

運
営

費
補

助
金

（
１

）
事

務
費

（
内

訳
別

表
１

，
３

）
５

／
１

０

（
２

）
事

業
費

（
内

訳
別

表
２

，
３

）
機

械
器

具
費

別
紙

５
／

１
０

（
注

）
１

　
（
A

）
欄

に
は

、
都

道
府

県
歳

出
予

算
に

基
づ

く
支

出
予

定
額

を
記

入
す

る
こ

と
。

（
今

後
補

正
予

定
分

を
含

む
）

　
　

　
２

　
（
B

）
欄

に
は

、
国

庫
補

助
金

交
付

基
準

に
よ

り
算

定
し

た
基

準
額

を
記

入
す

る
こ

と
。

略

新

要
国

庫
補

助
額

（
E
）

　
　

　
　

　
（
C

）
×

（
D

）

児
童

虐
待

等
防

止
対

策
費

Ⅰ
　

婦
人

保
護

事
業

費
負

担
金

旧

平
成

　
　

　
　

年
度

婦
人

保
護

費
所

要
額

調
書

区
分

対
　

象
　

施
　

設
　

の
支

 出
 予

 定
 額

 （
Ａ

）
基

　
　

　
　

準
　

　
　

　
額

　
　

　
　

（
B

）
国

庫
補

助
基

準
額

（
A

）
又

は
（
B

）
の

う
ち

少
な

い
方

の
額

（
C

）

補
助

率
（
D

）



略 別紙２

都道府県名

ア　一時保護所保護費負担金及び婦人保護施設運営費補助金事業計画

区分

１　職種別職員の配置状況 （申請年度４．１．現在）

一 時 専

保 護 所 兼

２　一時保護委託の算定内訳及び計画書（内訳別表１にて使用される様式１～３による）

３　人身取引被害者の一時保護委託の算定内訳及び計画書（内訳別表１にて使用される様式４～６による）

４　要保護女子の一時保護委託の算定内訳及び計画書（内訳別表１にて使用される様式７～８及び様式９による）

１　施設名、経営主体、職員配置及び収容予定人員

専

兼

専

兼

専

兼

専

兼

２　各施設ごとの入所者に対する生活指導及び職業指導の計画

３　精神科医雇上費算定基礎内訳

施設名

※

　（１）入所者のうち対象者の占める割合　　　　　　　　　　　　　（申請年度４．１．現在）

計

人 人 人 人

※　対象者とは、入院治療の必要はないが、精神に障害のある者（精神科通院により、

　投薬治療を受けている者及び施設内において専門医の処方を受けている者）をいう。

　（２）加算内訳

　（基　準　単　価）　　　　　 （雇上回数）

＠　　　　　　　　　　円　　×　　　　　　　／回　　＝　　　　　　　　　　円

４　人身取引被害者支援のための通訳者及びケースワーカー雇上費加算

　（１）通訳者雇上費加算算定内訳　　　　　　　　　　　　　

　（基準日額単価）　　　　　 （雇上日数）

　（２）ケースワーカー雇上費加算算定内訳　　　　　　　　　　　　　

　（基準日額単価）　　　　　 （雇上日数）

新 旧

平成　　　　年度　　婦　人　保　護　事　業　計　画　書

事　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　画

婦人相談所
一時保護所

職種
区分

所長
医師

（嘱託医）
調理員等 計事務員 指導員 看護師 栄養士

現　　　　　　　　　員

加算対象者 その他

婦 人 保 護
施 設

施設名
経営
主体

職員配置（申請年度４．１．現在）
嘱

託

医

計

栄

養

士

調

理

員

等

施

設

長

事

務

員

指

導

員

看

護

師

加　算　額

定員

収容
定員

収容予定
延人員

（月平均）

専

・

兼

の

別

加　算　額

＠　　　　　　　　　　円　　×　　　　　　　／日　　＝　　　　　　　　　　円

加　算　額

＠　　　　　　　　　　円　　×　　　　　　　／日　　＝　　　　　　　　　　円



１　各施設ごとの夜間警備体制の強化に対する対応実施状況及び計画

　（１）併設（婦人相談所一時保護所・婦人保護施設）の有無 有　・　無

　（２）警備形態及び費用内訳

　　　（一時保護所）

　　　（婦人保護施設）

２　各施設ごとの心理療法担当職員の配置状況及び計画

　　　１　常勤職員　（様式１０による）

　　　２　常勤的非常勤職員　

　　　３　非常勤職員　

３　同伴児童対応等指導員の配置状況及び計画

（１）同伴児童の在所状況（２人配置が必要な場合のみ記入）※一時保護委託した児童数は除く。

年間在所延べ人員
１日平均在所人員(A/365）
２人目加算根拠 ２人目加算根拠

新 旧

警備形態 現員数 委託回数（月）基準単価

機械警備等

婦人相談所
一時保護所
及び婦人保
護施設

雇上費用

雇上費用

　（基　準　単　価）　　　　　 （雇上月数）

警備形態 現員数 基準単価 委託回数（月）

＠　　　　　　　　　　円　　×　　　　　　　／１２月　　＝　　　　　　　　　　円
加　算　額

　（基　準　単　価）　　　　　 （雇上月数）

　（１）婦人相談所一時保護所

加　算　額

委託費用

委託費用

機械警備等

＠　　　　　　　　　　円　　×　　　　　　　／１２月　　＝　　　　　　　　　　円

　（２）婦人保護施設　※該当する番号に○印を記入すること。

加　算　額

　（基　準　単　価）　　　　　 （雇上月数）

＠　　　　　　　　　　円　　×　　　　　　　／１２月　　＝　　  　　　　　　　円

前年度における児童の在所実績

又は

実施年度の見込み
人(A) （算出方法）

　　(A)×(A)/（前々年度在所延べ人
（Ｃ）

人（Ｂ）≧6.0人 人（C）≧6.0人
人(Ｂ)



（２）配置の計画

　（１）婦人相談所一時保護所

円 × ／１２月 ＝ 円

円 × ／１２月 ＝ 円

円

円 × ／１２月 ＝ 円

円 × ／１２月 ＝ 円

円

　＠

加算額（２人目）
※２人配置の場合のみ 　＠

新 旧

計

　（２）婦人保護施設

加算額
（基準単価） （雇上月数）

　＠

加算額（２人目）
※２人配置の場合のみ 　＠

計

加算額
（基準単価） （雇上月数）



内訳別表１ 内訳別表１

（１）　標準国庫補助基本分 （１）　標準国庫補助基本分

施設名 （地域手当） 施設名 （地域手当）

氏　　名 本　　俸
特殊業務
手　　当

扶養手当 地域手当 小　　計 氏　　名 本　　俸
特殊業務
手　　当

扶養手当 地域手当 小　　計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

（１） （１）

給 （ア） （ウ） 給 （ア） （ウ）

人 人

人 人

与 人 与 人

人 人

人 人

人 人

人 人

（イ） （イ）

（エ） （エ）

（Ａ） （Ａ）

（ ２ ） （ ２ ）

（ ３ ） （ ３ ）

（ ４ ） （ ４ ）

（ ５ ） （ ５ ）

（ ６ ） （ ６ ）

（ ７ ） （ ７ ）

（ ８ ） （ ８ ）

（ ９ ） （ ９ ）

（10） （10）

（11） （11）

（12） （12）

（13） （13）

（Ｂ） （Ｂ）

（14） （14）

（15） （15）

（16） （16）

管 （17） 管 （17）

（18） （18）

（19） （19）

理 （20） 理 （20）

（21） （21）

（22） （22）

費 （23） 費 （23）

（24） （24）

（25） （25）

実

支

出

予

定

額

住居手当 通勤手当 計
期末勤勉
手当加算

施　設　（　一　時　保　護　所　）　事　務　費　算　定　内　訳

　　年４月１日現在職員現員 給　　　　　　　与
期末勤勉
手当加算

施　設　（　一　時　保　護　所　）　事　務　費　算　定　内　訳

金　　額

基
　
　
準
　
　
額

小 計

そ

の

他

の

職

員

計

事 務 員

新

職　　種

旧

計

施 設 長

専 兼

専 兼

専 兼

専 兼

小　　　　　計

（ア）又は（イ）の低いほうの額

（エ）×１２月

調 理 員 等

指 導 員

看 護 師

栄 養 士

期 末 勤 勉 手 当

管 理 職 手 当

管 理 職 員 特 別
勤 務 手 当

超 過 勤 務 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

非 常勤 調理 員等

非 常勤 調理 員等
年 休代 替要 員費

年 休代 替要 員費

調 理 員 等
年 休代 替要 員費

看 護 代 替 経 費

社 会 保 険 料
事 業 主 負 担 金

（（ウ）＋（エ））×４．１５月

小　　　　　計

人
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
件
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
費

嘱 託 医 手 当

（エ）×１２月×０．１７９７０

宿 直業 務改 善費

旅 費

庁 費

特 別 管 理 費

職 員 研 修 費

被 服 手 当

職 員健 康管 理費

各 所 修 繕 費

保 健 衛 生 費

業 務 省 力 化 等
勤 務条 件改 善費

非 常勤 職員 処遇
改 善 費

　　直接処遇職員分　　　　　　　　　　　　　円　＋　調理員分　　　　　　　　　　　　　円

金　　額計

人
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
件
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
費

　　年４月１日現在職員現員 給　　　　　　　与
住居手当実

支

出

予

定

額

職　　種

専 兼

基
　
　
準
　
　
額

計

専 兼

通勤手当

専 兼

専 兼

小 計

小　　　　　計 （エ）×１２月

看 護 師

栄 養 士

施 設 長

調 理 員 等

期 末 勤 勉 手 当 （（ウ）＋（エ））×３．９５月

計

（ア）又は（イ）の低いほうの額

そ

の

他

の

職

員

事 務 員

指 導 員

管 理 職 手 当

管 理 職 員 特 別
勤 務 手 当

超 過 勤 務 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

非常勤調理 員等

非常勤調理 員等
年休代替要 員費

年休代替要 員費

調 理 員 等
年休代替要 員費

看 護 代 替 経 費

社 会 保 険 料
事 業 主 負 担 金

（エ）×１２月×０．１８８４４

小　　　　　計

嘱 託 医 手 当

宿直業務改 善費

旅 費

庁 費

特 別 管 理 費

職 員 研 修 費

被 服 手 当

職員健康管 理費

各 所 修 繕 費

保 健 衛 生 費

業 務 省 力 化 等
勤務条件改 善費

　　直接処遇職員分　　　　　　　　　　　　　円　＋　調理員分　　　　　　　　　　　　　円

非常勤職員 処遇
改 善 費



（26） （26）

（27） （27）

（Ｃ） （Ｃ）

（Ｄ） （Ｄ）

（Ｆ） （Ｆ）

（Ｇ） （Ｇ）

（Ｈ） （Ｈ）

（Ｉ） （Ｉ）

（Ｊ） （Ｊ）

（Ｋ） （Ｋ）

（Ｌ） （Ｌ）

（Ｍ） （Ｍ）

（Ｎ） （Ｎ）

（Ｏ） （Ｏ）

（Ｐ） （Ｐ）

（Ｑ） （Ｑ）

（Ｒ） （Ｒ）

（Ｓ） （Ｓ）

（Ｔ） （Ｔ）

（Ｕ） （Ｕ）

（Ｖ） （Ｖ）

（Ｗ） （Ｗ）

（Ｘ） （Ｘ）

（Ｙ） （Ｙ）

（Ｚ） （Ｚ）

（ａ） （ａ）

（ｂ） （ｂ）

（ｃ） （ｃ）

（ｄ） （ｄ）

（ｅ） （ｅ）

（ｆ） （ｆ）

（ｇ） （ｇ）

（ｈ） （ｈ）

（ｉ） （ｉ）

（ｊ） （ｊ）

（ｋ） （ｋ）

（ｌ） （ｌ）

（ｍ） （ｍ）

（n） （n）

（o） （o）

（p） （p）

（ｑ） （ｑ）

（r） （r）

（s） （s）

（ｔ） （ｔ）

（u） （u）

（v） （v）

（w） （w）

（x） （x）

（y） （y）

（z） （z）

（AA） （AA）
（BB） （BB）

（注）１　（１）給与欄の「実支出計画額」については、職員全員について算定すること。　 （注）１　（１）給与欄の「実支出計画額」については、職員全員について算定すること。　

　　　２　（１）給与欄の「基準額」については、公立の施設にあっては、職員数は家庭福祉課長通知別紙３の「職種別配置基準」に基づいて記入すること。 　　　２　（１）給与欄の「基準額」については、公立の施設にあっては、職員数は家庭福祉課長通知別紙３の「職種別配置基準」に基づいて記入すること。

　　　　また、単価は、交付要綱別紙１の（別表）「施設事務費算定基準」により算定すること。法人が経営する施設にあっては、職員数は公立の施設と同様 　　　　また、単価は、交付要綱別紙１の（別表）「施設事務費算定基準」により算定すること。法人が経営する施設にあっては、職員数は公立の施設と同様

　　　　とし、単価は「実支出予定額」により算定すること。 　　　　とし、単価は「実支出予定額」により算定すること。

　　　３　住居手当及び通勤手当額については、実支出予定額と国家公務員の例により算定した月額とを比較して、いずれか低い額により算定すること。 　　　３　住居手当及び通勤手当額については、実支出予定額と国家公務員の例により算定した月額とを比較して、いずれか低い額により算定すること。

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業計画書：様式４＋５）
人  身  取  引  被  害  者  の
  一  時  保  護  委  託  費

標 準 国 庫 補 助 基 本 額 （z）　＋　（AA）

実支出計画額

（t）又は（u）の低い方の額

合　　　　　　　計 （Ｈ）＋（Ｋ）＋（Ｎ）＋（Ｑ）＋（Ｒ）＋（Ｕ）＋（Ｘ）＋（ａ）＋（ｄ）＋（ｇ）＋（ｊ）＋（ｍ）＋（p）＋(s)＋（v）＋(y)

民 間 施 設 給 与 等 改 善 費 （民間経営施設のみ）　　　　（z）×（別に定める加算率）

実支出計画額

一 時 保 護 委 託 費 算定基準による算定額（別紙婦人保護事業計画書：様式１＋２）

（q）又は（r）の低い方の額

同伴児童対応等
指導員雇上費加算

実支出計画額

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業計画書）

（ｈ）又は（ｉ）の低い方の額

通訳者雇上費加算

ケースワーカー雇上費加算

降 灰 除 去 費 算定基準による算定額

（ｂ）又は（ｃ）の低い方の額

心理療法担当職員
加算

実支出計画額

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業計画書）

（ｅ）又は（ｆ）の低い方の額

精 神 科 医 雇 上 費 算定基準による算定額（別紙婦人保護事業計画書）

（Ｙ）又は（Ｚ）の低い方の額

実支出計画額

単 身 赴 任 手 当 算定基準による算定額

（Ｖ）又は（Ｗ）の低い方の額

実支出計画額

入 所 者 処 遇 特 別 加 算 費 算定基準による算定額

（Ｓ）又は（Ｔ）の低い方の額

実支出計画額

施 設 機 能 強 化 推 進 費 限度額（７５万円）（ただし、一時保護所については４５万円）

（Ｏ）又は（Ｐ）の低い方の額

事 務 用 冬 期 採 暖 費 （北海道所在施設のみ）　　　　　　　　　　　　　　　　　円×取扱定員

夜間警 備体 制強 化加 算費 算定基準による算定額

（Ｌ）又は（Ｍ）の低い方の額

実支出計画額

新

（Ｄ）

（Ｅ）取扱定員×１２月

苦 情 解 決 対 策
経 費

小　　　　　計

計

調 理 業 務 外 部
委 託 費

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業計画書：様式４＋５）

（Ａ）　　＋　　（Ｂ）　　＋　　（Ｃ）

別紙１　交付基準の施設事務費基準限度額　

（Ｅ）又は（Ｆ）の低い方の額

（Ｇ）×取扱定員×１２月

実支給額

同伴児童対応等
指導員雇上費加算

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業計画書）

実支出計画額

実支出計画額

夜 間 警 備体 制強 化加 算費

施 設 機 能 強 化 推 進 費

事 務 用 冬 期 採 暖 費

（Ｉ）又は（Ｊ）の低い方の額

（Ｖ）又は（Ｗ）の低い方の額

小　　　　　計

計 （Ａ）　　＋　　（Ｂ）　　＋　　（Ｃ）

実支給額

寒 冷 地 手 当

（Ｇ）×取扱定員×１２月

（Ｄ）

取扱定員×１２月

苦 情 解 決 対 策
経 費

（Ｓ）又は（Ｔ）の低い方の額

実支出計画額

実支出計画額

算定基準による算定額（内訳別紙）

（北海道所在施設のみ）　　　　　　　　　　　　　　　　　円×取扱定員

実支出計画額

算定基準による算定額

算定基準による算定額

実支出計画額

算定基準による算定額

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業計画書）

（ｋ）又は（ｌ）の低い方の額

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業計画書）

（ｅ）又は（ｆ）の低い方の額

実支出計画額

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業計画書）

実支出計画額

（Ｏ）又は（Ｐ）の低い方の額

（Ｌ）又は（Ｍ）の低い方の額

実支出計画額

限度額（７５万円）（ただし、一時保護所については４５万円）

（Ｅ）

別紙１　交付基準の施設事務費基準限度額　

（Ｅ）又は（Ｆ）の低い方の額

旧

（ｈ）又は（ｉ）の低い方の額

実支出計画額

実支出計画額

（t）又は（u）の低い方の額

合　　　　　　　計 （Ｈ）＋（Ｋ）＋（Ｎ）＋（Ｑ）＋（Ｒ）＋（Ｕ）＋（Ｘ）＋（ａ）＋（ｄ）＋（ｇ）＋（ｊ）＋（ｍ）＋（p）＋(s)＋（v）＋(y)

民 間 施 設 給 与 等 改 善 費

実支出計画額

（w）又は（x）の低い方の額

（q）又は（r）の低い方の額

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業計画書：様式１＋２）

算定基準による算定額（内訳別紙）

降 灰 除 去 費

心理療法担当職員
加算

（Ｉ）又は（Ｊ）の低い方の額

調 理 業 務 外 部
委 託 費

要　　保　　護　　女　　子
の

  一  時  保  護  委  託  費

実支出計画額

入 所 者 処 遇 特 別 加 算 費

寒 冷 地 手 当

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業計画書：様式７＋８）

ケースワーカー雇上費加算

実支出計画額

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業計画書）

（Ｙ）又は（Ｚ）の低い方の額

実支出計画額

算定基準による算定額

（ｂ）又は（ｃ）の低い方の額

（w）又は（x）の低い方の額

（n）又は（o）の低い方の額

単 身 赴 任 手 当

実支出計画額

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業計画書）

（ｋ）又は（ｌ）の低い方の額

実支出計画額

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業計画書）

（n）又は（o）の低い方の額

精 神 科 医 雇 上 費

（民間経営施設のみ）　　　　（z）×（別に定める加算率）

標 準 国 庫 補 助 基 本 額 （z）　＋　（AA）

通訳者雇上費加算

一 時 保 護 委 託 費

人  身  取  引  被  害  者  の
  一  時  保  護  委  託  費

要　　保　　護　　女　　子
の

  一  時  保  護  委  託  費

実支出計画額

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業計画書：様式７＋８）



（２）　指導員加算分 （２）　指導員加算分

施設名 （地域手当） 施設名 （地域手当）

氏　　名 本　　俸 特殊業務
手　　当

扶養手当 地域手当 小　　計 氏　　名 本　　俸 特殊業務
手　　当

扶養手当 地域手当 小　　計

（１） 円 円 円 円 円 円 円 円 円 （１） 円 円 円 円 円 円 円 円 円

給 給

与 （ア） （ウ） 与 （ア） （ウ）

人 （イ） 人 （イ）

（エ） （エ）

（Ａ） （Ａ）

（ ２ ） （ ２ ）

（ ５ ） （ ５ ）

（ ６ ） （ ６ ）

（ ７ ） （ ７ ）

（10） （10）

（13） （13）

（Ｂ） （Ｂ）

（16） （16）

（17） （17）

（19） （19）

（21） （21）

（24） （24）

（Ｃ） （Ｃ）

（Ｄ） （Ｄ）

（Ｆ） （Ｆ）

（Ｇ） （Ｇ）

（Ｈ） （Ｈ）

（Ｉ） （Ｉ）

（Ｊ） （Ｊ）

（Ｋ） （Ｋ）

（L） （L）

（M） （M）

（N） （N）

金　　額住居手当 通勤手当 計
期末勤勉
手当加算

旧新

人
　
　
　
件
　
　
　
費

　　年４月１日現在職員現員 給　　　　　　　与

実

支

出

予

定

額

職　　種

専 兼

小　　　　　計 （エ）×１２月

専 兼

専 兼

専 兼

計

指　　導　　員

（ア）又は（イ）の低い方の額

基　　　　　　準　　　　　　額

期 末 勤 勉 手 当 （（ウ）＋（エ））×４．１５月

超 過 勤 務 手 当

住 居 手 当

　　直接処遇職員分　　　　　　　　　　　　　円

通 勤 手 当

年 休代 替要 員費

庁 費

業 務 省 力 化 等
勤 務条 件改 善費

社 会 保 険 料
事 業 主 負 担 金

（エ）×１２月×０．１７９７０

小　　　　　計

職 員 研 修 費

職 員健 康管 理費

（Ｅ）取扱定員×１２月

別紙１　交付基準の施設事務費基準限度額　

小　　　　　計

計 （Ａ）　　＋　　（Ｂ）　　＋　　（Ｃ）

管
　
理
　
費

旅 費

（Ｄ）

事　務　費　算　定　基　準　額 標準国庫補助基準額　　＋　　指導員加算額

（Ｉ）又は（Ｊ）の低い方の額

合　　　　　　　計 （Ｈ）　＋　（Ｋ）

民 間 施 設 給 与 等 改 善 費 （民間経営施設のみ）　　　　（L）×（別に定める加算率）

標 準 国 庫 補 助 基 本 額 （L）　＋　（M）

（Ｅ）又は（Ｆ）の低い方の額

（Ｇ）×取扱定員×１２月

実支給額

寒 冷 地 手 当 算定基準による算定額（内訳別紙）

金　　額通勤手当 計
期末勤勉
手当加算

人
　
　
　
件
　
　
　
費

　　年４月１日現在職員現員 給　　　　　　　与

住居手当

計

基　　　　　　準　　　　　　額

指　　導　　員

（ア）又は（イ）の低い方の額

専 兼

実

支

出

予

定

額

職　　種

専 兼

専 兼

専 兼

小　　　　　計 （エ）×１２月

期 末 勤 勉 手 当 （（ウ）＋（エ））×３．９５月

超 過 勤 務 手 当

社 会 保 険 料
事 業 主 負 担 金

（エ）×１２月×０．１８８４４

小　　　　　計

住 居 手 当

通 勤 手 当

年休代替要 員費

管
　
理
　
費

旅 費

庁 費

職 員 研 修 費

職員健康管 理費

業 務 省 力 化 等
勤務条件改 善費

小　　　　　計

計 （Ａ）　　＋　　（Ｂ）　　＋　　（Ｃ）

事　務　費　算　定　基　準　額 標準国庫補助基準額　　＋　　指導員加算額

民 間 施 設 給 与 等 改 善 費 （民間経営施設のみ）　　　　（L）×（別に定める加算率）

標 準 国 庫 補 助 基 本 額

（Ｅ）

合　　　　　　　計 （Ｈ）　＋　（Ｋ）

（Ｅ）又は（Ｆ）の低い方の額

（Ｇ）×取扱定員×１２月

実支給額

寒 冷 地 手 当 算定基準による算定額（内訳別紙）

（L）　＋　（M）

（Ｉ）又は（Ｊ）の低い方の額

取扱定員×１２月

別紙１　交付基準の施設事務費基準限度額　

　　直接処遇職員分　　　　　　　　　　　　　円

（Ｄ）



内
訳

別
表

２

施
設

名

支
出

予
定

額

６
月

未
満

６
月

以
上

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

食
料

費
４

月

光
熱

水
費

５
月

燃
料

費
６

月

消
耗

品
費

７
月

○
○

○
費

８
月

○
○

○
費

９
月

１
０

月

１
１

月

１
２

月

１
月

２
月

３
月計

（
注

）
　

婦
人

保
護

施
設

分
に

つ
い

て
は

、
「
か

に
た

婦
人

の
村

」
委

託
分

を
本

算
定

方
式

に
準

じ
て

明
記

す
る

こ
と

。

略

人
身

取
引

被
害

者
支

援
医

療
費

施
設

（
一

時
保

護
所

）
事

業
費

算
定

内
訳

同
伴

児
童

経
費

乳
児

分
産

婦
加

算
社

会
適

応
訓

練
費

基
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

準
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

額

計

旧新

経
費

の
種

　
類

要
保

護
女

子
等

分
被

服
加

算
妊

婦
加

算
幼

児
分

母
子

加
算

冬
期

加
算

期
末

一
時

扶
助

費



内
訳

別
紙

施
設

（
一

時
保

護
所

）

本
俸

＋
特

殊
業

務
手

当
＋

扶
養

手
当

（
月

額
）

員
　

　
数

単
　

　
価

所
　

要
　

額
備

　
　

　
　

　
　

考

円
　

　
級

地

（
１

）
定

　
額

世
帯

主

（
扶

養
親

族
３

人
以

上
）

世
帯

主

（
扶

養
親

族
１

人
又

は
２

人
）

準
世

帯
主

（
扶

養
親

族
な

し
）

非
世

帯
主

（
２

）
加

算
額

世
帯

主

準
世

帯
主

非
世

帯
主

合
　

　
計

円

（
注

）
　

（
２

）
加

算
額

欄
に

つ
い

て
は

、
旧

寒
冷

地
に

属
す

る
場

合
の

み
記

載
す

る
こ

と
。

略

旧新

寒
冷

地
手

当
基

準
額

算
定

内
訳

区
　

　
　

　
　

　
　

　
分



内
訳

別
表

３

事
務

費
事

業
費

計
事

務
費

事
業

費
計

円
円

円
円

円
円

○
○

施
設

か
に

た
婦

人
の

村
事

務
費

等
算

出
内

訳

（
１

）
事

務
費

　
　

月
額

　
　

　
　

　
　

円
　

×
　

　
　

　
　

月
　

×
　

　
　

　
　

人
　

＝
　

　
　

　
　

　
　

円

（
２

）
民

改
費

　
　

（
１

）
　

×
　

率
　

＝
　

　
　

　
 　

　
　

　
円

計
　

計
　

　
（
（
１

）
＋

（
２

）
）
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
円

旧新

婦
　

　
人

　
　

保
　

　
護

　
　

施
　

　
設

　
　

運
　

　
営

　
　

費
　

　
総

　
　

括
　

　
表

対
象

経
費

の
支

出
予

定
額

交
付

基
準

算
定

額

略

備
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

考

　
　

　
　

　
　

　
　

区
分施

設
名

（
注

）
本

表
は

、
都

道
府

県
に

婦
人

保
護

施
設

が
２

施
設

以
上

あ
る

場
合

及
び

「
か

に
た

婦
人

の
村

（
昭

和
４

０
年

２
月

７
日

社
発

第
６

２
号

厚
生

省
社

会
局

長
通

知
「
婦

人
保

護
長

期
収

容
施

設
の

運
営

に
つ

い
て

」
の

３
の

（
１

）
に

定
め

る
施

設
を

い
う

。
）
」
に

措
置

委
託

を
行

っ
て

い
る

場
合

に
作

成
す

る
こ

と
。



内訳別表４　婦人相談所運営費

　ア　所要額算出調書

基準額 円

日額 年間同伴児延人数

１８０円 × 人

新 旧

略

区　　　　分
対象経費の
支出予定額

左の算出内訳

１　婦人相談所活動費

　（１）旅費

　（２）役務費

　　　（通信運搬費）

２　外国人婦女子緊急

　　一時保護経費

　（１）旅費

　（２）役務費

　　　（通信運搬費）

　（３）通訳雇上費

　（４）人身取引被害者の医療費

３　広域措置費

　（１）旅費

　（２）需用費

　　　（燃料費）

　（３）役務費

　　　（通信運搬費）

４　相談・一時保護同伴児童経費

　（１）備品購入費

　（２）需用費

　　　（消耗品費）

合　　　　計



イ　事業計画

１　婦人相談所活動費（移送費）

２　外国人婦女子緊急一時保護経費

３　広域措置費

４　相談・一時保護同伴児童経費（購入計画備品）

新 旧

略

要保護女子等（人数） 職員（人数）

入国管理局への移送件数 通訳雇上件数

要保護女子等（人数） 人

付き添い職員（人数） 人

件 件

人身取引被害者の医療費対応人数

人

広域措置実施件数 件



別紙

品名 規格 数量 単価 使途

円

旧新

取得する機械器具

備考区分種目

機械及び器具（１件当たり単価５０万円以上）の購入計画

略



様
式

１

都
道

府
県

名

暴
力

被
害

者
分

合
　

　
計

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

  (a)+
(b

)+
(c

)+
単

価
(a)

単
価

(b
)

単
価

(c
)

単
価

(d
)

単
価

(e
)

  (d
)+

(e
)

４
月

人
人

円
人

人
円

人
人

円
人

人
円

人
人

円
円

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

１
０

月

１
１

月

１
２

月

１
月

２
月

３
月計

略

旧新

基
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
準

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

額

一
時

保
護

委
託

費
算

定
内

訳
（
１

４
日

以
内

）

同
伴

者
単

独
分

同
伴

児
加

算
分

同
伴

者
加

算
分

児
童

児
童

以
外

の
者



様
式

２

都
道

府
県

名

暴
力

被
害

者
分

合
　

　
計

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

  (a)+
(b

)+
(c

)+
単

価
(a)

単
価

(b
)

単
価

(c
)

単
価

(d
)

単
価

(e
)

  (d
)+

(e
)

４
月

人
人

円
人

人
円

人
人

円
人

人
円

人
人

円
円

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

１
０

月

１
１

月

１
２

月

１
月

２
月

３
月計

略

旧新

基
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
準

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

額

一
時

保
護

委
託

費
算

定
内

訳
（
１

４
日

超
）

同
伴

者
単

独
分

同
伴

児
加

算
分

同
伴

者
加

算
分

児
童

児
童

以
外

の
者



様式３

都道府県名

１　平成　　　年度委託契約施設数

施設名 委託人員 委託延べ人員 平均委託日数

※委託人員及び委託延べ人員には、同伴する家族も含む。

平成　　　年度一時保護委託計画

旧新

略



様
式

４

都
道

府
県

名

人
身

取
引

被
害

者
分

合
　

　
計

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

  (a)+
(b

)+
(c

)+
単

価
(a)

単
価

(b
)

単
価

(c
)

単
価

(d
)

単
価

(e
)

  (d
)+

(e
)

４
月

人
人

円
人

人
円

人
人

円
人

人
円

人
人

円
円

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

１
０

月

１
１

月

１
２

月

１
月

２
月

３
月計

略

旧新

人
身

取
引

被
害

者
の

一
時

保
護

委
託

費
算

定
内

訳
（
１

４
日

以
内

）

基
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
準

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

額

同
伴

者
単

独
分

同
伴

児
加

算
分

同
伴

者
加

算
分

児
童

児
童

以
外

の
者



様
式

５

都
道

府
県

名

人
身

取
引

被
害

者
分

合
　

　
計

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

  (a)+
(b

)+
(c

)+
単

価
(a)

単
価

(b
)

単
価

(c
)

単
価

(d
)

単
価

(e
)

  (d
)+

(e
)

４
月

人
人

円
人

人
円

人
人

円
人

人
円

人
人

円
円

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

１
０

月

１
１

月

１
２

月

１
月

２
月

３
月計

略

旧新

人
身

取
引

被
害

者
の

一
時

保
護

委
託

費
算

定
内

訳
（
１

４
日

超
）

基
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
準

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

額

同
伴

者
単

独
分

同
伴

児
加

算
分

同
伴

者
加

算
分

児
童

児
童

以
外

の
者



様式６

都道府県名

１　平成　　　年度委託契約施設数

施設名 委託人員 委託延べ人員 平均委託日数

※委託人員及び委託延べ人員には、同伴する家族も含む。

平成　　　年度一時保護委託計画

旧新

略



様
式

７

都
道

府
県

名

要
保

護
女

子
分

合
　

　
計

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

  (a)+
(b

)+
(c

)+
単

価
(a)

単
価

(b
)

単
価

(c
)

単
価

(d
)

単
価

(e
)

  (d
)+

(e
)

４
月

人
人

円
人

人
円

人
人

円
人

人
円

人
人

円
円

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

１
０

月

１
１

月

１
２

月

１
月

２
月

３
月計

略

旧新

基
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
準

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

額

要
保

護
女

子
の

一
時

保
護

委
託

費
算

定
内

訳
（
１

４
日

以
内

）

同
伴

者
単

独
分

同
伴

児
加

算
分

同
伴

者
加

算
分

児
童

児
童

以
外

の
者



様
式

８

都
道

府
県

名

要
保

護
女

子
分

合
　

　
計

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

実
人

員
延

人
員

延
人

員
×

  (a)+
(b

)+
(c

)+
単

価
(a)

単
価

(b
)

単
価

(c
)

単
価

(d
)

単
価

(e
)

  (d
)+

(e
)

４
月

人
人

円
人

人
円

人
人

円
人

人
円

人
人

円
円

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

１
０

月

１
１

月

１
２

月

１
月

２
月

３
月計

略

旧新

基
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
準

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

額

要
保

護
女

子
の

一
時

保
護

委
託

費
算

定
内

訳
（
１

４
日

超
）

同
伴

者
単

独
分

同
伴

児
加

算
分

同
伴

者
加

算
分

児
童

児
童

以
外

の
者



様式９

都道府県名

１　平成　　　年度委託契約施設数

施設名 委託人員 委託延べ人員 平均委託日数

※委託人員及び委託延べ人員には、同伴する家族も含む。

平成　　　年度一時保護委託計画

旧新

略



様式１０ 様式１０

　心理療法担当職員（常勤職員）算定額算出内訳 　心理療法担当職員（常勤職員）算定額算出内訳

施設名 （地域手当） 施設名 （地域手当）

本　　俸
特殊業務
手　　当

扶養手当 地域手当 小　　計 本　　俸
特殊業務
手　　当

扶養手当 地域手当 小　　計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

（ア） （ウ） （ア） （ウ）

（イ） （イ）

（エ） （エ）

（Ａ） （Ａ）

（ ２ ） （ ２ ）

（ ５ ） （ ５ ）

（ ６ ） （ ６ ）

（ ７ ） （ ７ ）

（10） （10）

（13） （13）

（Ｂ） （Ｂ）

（16） （16）

（17） （17）

（19） （19）

（21） （21）

（24） （24）

（Ｃ） （Ｃ）

（Ｄ） （Ｄ）

（Ｆ） （Ｆ）

（Ｇ） （Ｇ）

（Ｈ） （Ｈ）

旧

基準額

（Ｅ）又は（Ｆ）の低い方の額

（Ｇ）×取扱定員×１２月

取扱定員×１２月

　　心理療法担当職員加算限度額　

　　直接処遇職員分　　　　　　　　　　　　　円

（Ｄ）

計 （Ａ）　　＋　　（Ｂ）　　＋　　（Ｃ）

管
　
理
　
費

旅 費

庁 費

職 員 研 修 費

職員健康管理費

業 務 省 力 化 等
勤務条件改善費

小　　　　　計

社 会 保 険 料
事 業 主 負 担 金

（エ）×１２月×０．１８８４４

小　　　　　計

人
　
　
　
件
　
　
　
費

給　　　　　　　与

住居手当

基　　　　　　準　　　　　　額

（ア）又は（イ）の低い方の額

実
支
出
予
定
額

小　　　　　計 （エ）×１２月

期 末 勤 勉 手 当 （（ウ）＋（エ））×３．９５月

超 過 勤 務 手 当

（Ｅ）

通 勤 手 当

年休代替要員費

住 居 手 当

（Ｄ）

（Ｅ）又は（Ｆ）の低い方の額

（Ｇ）×取扱定員×１２月

職員健康管理費

　　直接処遇職員分　　　　　　　　　　　　　円
業 務 省 力 化 等
勤務条件改善費

基準額

（Ｅ）
取扱定員×１２月

　　心理療法担当職員加算限度額　

小　　　　　計

計 （Ａ）　　＋　　（Ｂ）　　＋　　（Ｃ）

管
　
理
　
費

旅 費

（エ）×１２月×０．１７９７０

小　　　　　計

職 員 研 修 費

庁 費

社 会 保 険 料
事 業 主 負 担 金

通 勤 手 当

年休代替要員費

（（ウ）＋（エ））×４．１５月

超 過 勤 務 手 当

住 居 手 当

新

人
　
　
　
件
　
　
　
費

給　　　　　　　与

実
支
出
予
定
額

小　　　　　計 （エ）×１２月

（ア）又は（イ）の低い方の額

基　　　　　　準　　　　　　額

期 末 勤 勉 手 当

氏名

金　　額住居手当 通勤手当 計
期末勤勉
手当加算

氏名（
１

）
給
与

（
１

）
給
与

金　　額通勤手当 計
期末勤勉
手当加算



別紙様式３

地方厚生（支）局長　　殿

都　道　府　県　知　事　　　印

（１） 平成　　　年度婦人保護費精算書（別紙１）

（２） 平成　　　年度婦人保護事業実施状況報告（別紙２）

（３） 平成　　　年度関係事業費都道府県歳入歳出決算書（見込書）抄本

関 係 書 類

平成　　年度婦人保護費負担（補助）金にかかる実績報告書について

平成 年度 月 日厚生労働省発雇児第 号をもって交付された標記補

助金等の事業実績について、次の関係書類を添えて報告する。

新 旧

番 号
平 成 年 月 日

略



別
紙

１

都
道

府
県

名

（
C

）
（
D

）
（
E
）

(F
)

(G
)

(H
)

(I)

　
１

　
一

時
保

護
所

保
護

費
負

担
金

（
１

）
事

務
費

内
訳

別
紙

１
（
２

）
5
/
1
0

（
２

）
事

業
費

内
訳

別
紙

１
（
４

）
機

械
器

具
費

別
表

２
5
/
1
0

Ⅱ
　

婦
人

相
談

所
運

営
費

負
担

金

　
　

婦
人

相
談

所
運

営
費

負
担

金
別

表
３

5
/
1
0

Ⅲ
　

婦
人

保
護

事
業

費
補

助
金

　
   婦

人
保

護
施

設
運

営
費

補
助

金

（
１

）
事

務
費

別
表

１
5
/
1
0

（
２

）
事

業
費

〃
機

械
器

具
費

別
表

２
5
/
1
0

（
注

）
　

（
１

）
　

（
C

）
欄

に
は

、
各

種
目

ご
と

に
（
A

）
欄

の
額

と
(B

)欄
の

額
を

比
較

し
て

、
い

ず
れ

か
低

い
方

の
額

を
計

上
す

る
こ

と
。

         （
２

）
　

（
G

）
欄

に
は

、
（
F
）
欄

の
額

を
そ

の
ま

ま
計

上
す

る
こ

と
。

た
だ

し
、

交
付

決
定

額
全

額
を

受
け

入
れ

て
い

な
い

場
合

に
は

、
実

際
の

受
入

済
の

額
を

計
上

す
る

こ
と

。

         （
３

）
　

（
H

）
欄

に
は

、
交

付
要

綱
５

の
（
１

）
に

よ
り

種
目

ご
と

の
配

分
額

の
変

更
を

行
っ

た
場

合
、

そ
の

流
用

増
△

減
額

を
計

上
す

る
こ

と
。

         （
４

）
　

（
I）

欄
に

は
、

（
H

）
欄

に
よ

り
流

用
増

△
減

に
よ

り
変

更
が

あ
っ

た
（
F
）
欄

の
額

に
つ

い
て

計
上

す
る

こ
と

。

         （
５

）
　

「
過

不
足

額
」
（
J
）
欄

に
は

、
流

用
増

△
減

に
よ

る
（
F
）
の

変
更

額
（
I）

欄
か

ら
要

国
庫

補
助

額
（
E
）
欄

を
差

引
き

、
そ

の
額

が
負

の
額

と
な

っ
た

場
合

に
「
不

足
額

」
欄

に
、

　
　

　
　

　
　

そ
の

額
が

正
の

額
と

な
っ

た
場

合
に

、
「
超

過
額

（
返

還
額

）
」
欄

に
そ

れ
ぞ

れ
計

上
す

る
こ

と
。

Ⅰ
　

婦
人

保
護

事
業

費
負

担
金

(G
)の

額
の

流
用

増
△

減
額

補
助

率
国

庫
補

助
金

交
付

決
定

額

新

略

国
庫

補
助

金
受

入
額

流
用

増
△

減
後

に
お

け
る

(F
)の

変
更

額

児
童

虐
待

等
防

止
対

策
費

旧

種
　

目
　

内
　

訳
積

　
算

　
基

　
礎

積
　

算
　

基
　

礎
金

　
　

額
超

過
額

｛
(I)-

(E
)｝

>
0

の
と

き

国
庫

補
助

基
準

額
(A

)又
は

(B
)

の
う

ち
少

な
い

方
の

額

平
成

　
　

　
　

年
度

婦
人

保
護

費
精

算
書

区
分

支
 出

 済
 （

Ａ
）

基
　

　
　

　
準

　
　

　
　

額
　

　
　

　
（
B

）
過

不
足

額
｛
(I)-

(E
)｝

 

金
　

　
額

不
足

額
｛
(I)-

(E
)｝

<
0

の
と

き

要
国

庫
補

助
額

（
C

）
×

（
D

）



略 別紙２

都道府県名

区分

１　職種別職員の配置状況 （申請年度４．１．現在）

一 時 専

保 護 所 兼

２　一時保護委託の算定内訳及び実績（様式１～３による）

３　人身取引被害者の一時保護委託の算定内訳及び実績（様式４～６による）

４　要保護女子の一時保護委託の算定内訳及び実績（様式７～９による）

１　施設名、経営主体、職員配置及び入所人員

専

兼

専

兼

専

兼

専

兼

２　各施設ごとの入所者に対する生活指導及び職業指導の実施状況

３　精神科医雇上費算定基礎内訳

施設名

　（１）入所者のうち対象者の占める割合　　　　　　　　　　　　　（申請年度４．１．現在）

計

人 人 人 人

※　対象者とは、入院治療の必要はないが、精神に障害のある者（精神科通院により、

　投薬治療を受けている者及び施設内において専門医の処方を受けている者）をいう。

　（２）加算内訳

　（基　準　単　価）　　　　　 （雇上回数）

＠　　　　　　　　　　円　　×　　　　　　　／回　　＝　　　　　　　　　　円

４　人身取引被害者支援のための通訳者及びケースワーカー雇上費

　（１）通訳者雇上費加算算定内訳

　（基準日額単価）　　　　　 （雇上日数）

　（２）ケースワーカー雇上費加算算定内訳

　（基準日額単価）　　　　　 （雇上日数）

加　算　額

定員
現　　　　　　　　　員

加算対象者 その他

加　算　額
＠　　　　　　　　　　円　　×　　　　　　　／日　　＝　　　　　　　　　　円

加　算　額

事

務

員

指

導

員

計

婦 人 保 護
施 設

施設名
経営
主体

職員配置（申請年度４．１．現在）

収容
定員

収容予定
延人員

（月平均）

専

・

兼

の

別

施

設

長

計事務員 指導員 看護師 栄養士

看

護

師

栄

養

士

調

理

員

等

嘱

託

医

新 旧

平成　　　　年度　　婦　人　保　護　事　業　実　績　報　告

事　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　画

婦人相談所
一時保護所

職種
区分

所長
医師

（嘱託医）
調理員等

＠　　　　　　　　　　円　　×　　　　　　　／日　　＝　　　　　　　　　　円



１　各施設ごとの夜間警備体制の強化に対する対応実施状況

　（１）併設（婦人相談所一時保護所・婦人保護施設）の有無 有　・　無

　（２）警備形態及び費用内訳

　　　（一時保護所）

２　各施設ごとの心理療法担当職員の配置状況

　（基　準　単　価）　　　　　 （雇上月数）

＠　　　　　　　　　　円　　×　　　　　　　／１２月　　＝　　　　　　　　　　円

　　　１　常勤職員　（様式１０による）

　　　２　常勤的非常勤職員　

　（基　準　単　価）　　　　　 （雇上月数）

＠　　　　　　　　　　円　　×　　　　　　　／１２月　　＝　　　　　　　　　　円

　　　３　非常勤職員　

（１）同伴児童の在所実績　　※一時保護委託した児童数は除く。

年間在所延べ人員

１日平均在所人員(A/365）

略

委託費用

雇上費用

旧新

婦人相談所
一時保護所
及び婦人保
護施設

警備形態 現員数 基準単価 委託回数（月）

機械警備等

　　　（婦人保護施設）

警備形態 現員数 基準単価 委託回数（月）

雇上費用

委託費用

機械警備等

　（１）婦人相談所一時保護所

加　算　額

　（２）婦人保護施設　※該当する番号に○印を記入すること。

加　算　額

加　算　額
　（基　準　単　価）　　　　　 （雇上月数）

＠　　　　　　　　　　円　　×　　　　　　　／１２月　　＝　　　　　　　　　　円

３　同伴児童対応等指導員の配置状況及び計画

実施年度における児童の在所実績
人(A)

人



　（１）婦人相談所一時保護所

円 × ／１２月 ＝ 円

円 × ／１２月 ＝ 円

円

円 × ／１２月 ＝ 円

円 × ／１２月 ＝ 円

円

（基準単価）

新

（雇上月数）

　＠

（２）配置の状況

加算額
（雇上月数）

　＠

旧

略

加算額（２人目）
※２人配置の場合のみ 　＠

計

加算額（２人目）
※２人配置の場合のみ 　＠

計

　（２）婦人保護施設

加算額
（基準単価）



内訳別紙１

　１　一時保護所費支出状況調等

　　（１）職員月別配置状況

３．３１

配置数 ／４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ ／１ ２ ３

調理員数

その他の職員

　　（注）　年度中途において職員の異動が行われた場合は、異動した前任者の職氏名及び新任者

　　　　　の職氏名、本俸諸手当（月額）並びに異動年月日を欄外余白に付記すること。

新 旧

平成　　　年度婦人保護事業実施状況報告

区　　分

略



（２） 施　設　（　一　時　保　護　所　）　事　務　費　算　定　内　訳 （２） 施　設　（　一　時　保　護　所　）　事　務　費　算　定　内　訳

①　標準国庫補助基本分 ①　標準国庫補助基本分

施設名 （地域手当） 施設名 （地域手当） 級地

経費の種類 円 経費の種類 円

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

（１） （１）

給 与 給 （ア） （ウ） 給 与 給 （ア） （ウ）

人 人

人 人

与 人 与 人

人 人

人 人

期 末 勤 勉 人 期 末 勤 勉 人

手 当 人 手 当 人

（イ） （イ）

（エ） （エ）

（Ａ） （Ａ）

（ ２ ） （ ２ ）

扶 養 手 当 （ ３ ） 扶 養 手 当 （ ３ ）

（ ４ ） （ ４ ）

（ ５ ） （ ５ ）

（ ６ ） （ ６ ）

（ ７ ） （ ７ ）

（ ８ ） （ ８ ）

（ ９ ） （ ９ ）

（10） （10）

（11） （11）

（12） （12）

（13） （13）

（Ｂ） （Ｂ）

（14） （14）

（15） （15）

（16） （16）

寒冷地手当 管 （17） 寒冷地手当 管 （17）

（18） （18）

（19） （19）

理 （20） 理 （20）

（21） （21）

旅 費 （22） 旅 費 （22）

費 （23） 費 （23）

（24） （24）

（25） （25）非常勤職員処遇
改 善 費

保 健 衛 生 費

業 務 省 力 化 等
勤務条件改善費

　　直接処遇職員分　　　　　　　　　　　　　円　＋　調理員分　　　　　　　　　　　　　円

職員健康管理費

各 所 修 繕 費

職 員 研 修 費

被 服 手 当

庁 費

特 別 管 理 費

宿直業務改善費

旅 費

小　　　　　計

嘱 託 医 手 当

看 護 代 替 経 費

社 会 保 険 料
事 業 主 負 担 金

（エ）×１２月×０．１８８４４

年休代替要員費

調 理 員 等
年休代替要員費

非常勤調理員等

非常勤調理員等
年休代替要員費

住 居 手 当

通 勤 手 当

管 理 職 員 特 別
勤 務 手 当

超 過 勤 務 手 当

栄 養 士

調 理 員 等

管 理 職 手 当

期 末 勤 勉 手 当 （（ウ）＋（エ））×３．９５月

基
　
　
準
　
　
額

小　　　　　計 （エ）×１２月

専 兼

計

（ア）又は（イ）の低いほうの額

施 設 長

小 計

そ

の

他

の

職

員

専 兼

地域手当 小　　計
通勤手当

専 兼

氏　　名 本　　俸
特殊業務
手　　当

扶養手当

事 務 員

指 導 員

看 護 師

　　年４月１日現在職員現員 給　　　　　　　与
住居手当

専 兼

計

　　直接処遇職員分　　　　　　　　　　　　　円　＋　調理員分　　　　　　　　　　　　　円

保 健 衛 生 費

業 務 省 力 化 等
勤務条件改善費
非常勤職員処遇
改 善 費

職 員 研 修 費

被 服 手 当

職員健康管理費

各 所 修 繕 費

宿直業務改善費

旅 費

庁 費

特 別 管 理 費

小　　　　　計

人
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
件
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
費

嘱 託 医 手 当

（エ）×１２月×０．１７９７０

（（ウ）＋（エ））×４．１５月

年休代替要員費

調 理 員 等
年休代替要員費

看 護 代 替 経 費

社 会 保 険 料
事 業 主 負 担 金

住 居 手 当

通 勤 手 当

非常勤調理員等

非常勤調理員等
年休代替要員費

期 末 勤 勉 手 当

管 理 職 手 当

管 理 職 員 特 別
勤 務 手 当

超 過 勤 務 手 当

小　　　　　計

（ア）又は（イ）の低いほうの額

（エ）×１２月

基
　
　
準
　
　
額

調 理 員 等

小 計

そ

の

他

の

職

員

計

事 務 員

指 導 員

専 兼

専 兼

専 兼

専 兼

特殊業務
手　　当

扶養手当 地域手当

看 護 師

栄 養 士

施 設 長

新

住居手当 通勤手当 計計
期末勤勉
手当加算

金　　額
　　年４月１日現在職員現員 給　　　　　　　与

人
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
件
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
費

旧

期末勤勉
手当加算

金　　額

計

支 出 済 額

小　　計氏　　名 本　　俸
実

支

出

額

支 出 済 額

実

支

出

額

職　　種 職　　種



（26） （26）

（27） （27）

（Ｃ） （Ｃ）

印刷製本費 （Ｄ） 印刷製本費 （Ｄ）

（Ｆ） （Ｆ）

（Ｇ） （Ｇ）

○ ○ 費 （Ｈ） ○ ○ 費 （Ｈ）

（Ｉ） （Ｉ）

（Ｊ） （Ｊ）

（Ｋ） （Ｋ）

（Ｌ） （Ｌ）

（Ｍ） （Ｍ）

（Ｎ） （Ｎ）

（Ｏ） （Ｏ）

○ ○ 費 （Ｐ） ○ ○ 費 （Ｐ）

（Ｑ） （Ｑ）

（Ｒ） （Ｒ）

（Ｓ） （Ｓ）

（Ｔ） （Ｔ）

（Ｕ） （Ｕ）

（Ｖ） （Ｖ）

○ ○ 費 （Ｗ） ○ ○ 費 （Ｗ）

（Ｘ） （Ｘ）

（Ｙ） （Ｙ）

（Ｚ） （Ｚ）

（ａ） （ａ）

（ｂ） （ｂ）

（ｃ） （ｃ）

（ｄ） （ｄ）

（ｅ） （ｅ）

（ｆ） （ｆ）

（ｇ） （ｇ）

（ｈ） （ｈ）

（ｉ） （ｉ）

（ｊ） （ｊ）

（ｋ） （ｋ）

（ｌ） （ｌ）

（ｍ） （ｍ）

（n） （n）

（o） （o）

（p） （p）

（ｑ） （ｑ）

計 （r） 計 （r）

（s） （s）

（ｔ） （ｔ）

（u） （u）

（v） （v）

（w） （w）

（x） （x）

（y） （y）
（z） （z）

（AA） （AA）

（BB） （BB）

（注）１　算定内訳において円未満の端数がある場合、これを切り捨てること。 （注）１　算定内訳において円未満の端数がある場合、これを切り捨てること。

　　　２　（１）給与において新成年度４月１日以降当該施設職員に増減があった場合（１カ月以内における増減を除く）、その事実の生じた日の属する月の 　　　２　（１）給与において新成年度４月１日以降当該施設職員に増減があった場合（１カ月以内における増減を除く）、その事実の生じた日の属する月の
　　　　翌月から改定することとなること。 　　　　翌月から改定することとなること。

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業実績報告）

（ｋ）又は（ｌ）の低い方の額

ケースワーカー雇上費加算

実支出計画額

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業実績報告）

（n）又は（o）の低い方の額

標 準 国 庫 補 助 基 本 額 （z）　＋　（AA）

実支出計画額

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業実績報告：様式４＋５）

（t）又は（u）の低い方の額

人  身  取  引  被  害  者
の

  一  時  保  護  委  託  費

合　　　　　　　計 （Ｈ）＋（Ｋ）＋（Ｎ）＋（Ｑ）＋（Ｒ）＋（Ｕ）＋（Ｘ）＋（ａ）＋（ｄ）＋（ｇ）＋（ｊ）＋（ｍ）＋（p）＋(s)＋（v）＋(y)

民 間 施 設 給 与 等 改 善 費 （民間経営施設のみ）　　　　（z）×（別に定める加算率）

実支出計画額

一 時 保 護 委 託 費 算定基準による算定額（別紙婦人保護事業実績報告：様式１＋２）

（q）又は（r）の低い方の額

同伴児童対応等
指導員雇上費加算

実支出額

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業実績報告）

（ｈ）又は（ｉ）の低い方の額

通訳者雇上費加算

実支出計画額

心理療法担当職員
加算

実支出額

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業実績報告）

（ｅ）又は（ｆ）の低い方の額

実支出額

降 灰 除 去 費 算定基準による算定額

（ｂ）又は（ｃ）の低い方の額

実支出額

精 神 科 医 雇 上 費 算定基準による算定額（別紙婦人保護事業実績報告）

（Ｙ）又は（Ｚ）の低い方の額

実支出額

単 身 赴 任 手 当 算定基準による算定額

（Ｖ）又は（Ｗ）の低い方の額

実支出額

入 所 者 処 遇 特 別 加 算 費 算定基準による算定額

（Ｓ）又は（Ｔ）の低い方の額

施 設 機 能 強 化 推 進 費 限度額（７５万円）（ただし、一時保護所については４５万円）

（Ｏ）又は（Ｐ）の低い方の額

事 務 用 冬 期 採 暖 費 （北海道所在施設のみ）　　　　　　　　　　　　　　　　　円×取扱定員

（Ａ）　　＋　　（Ｂ）　　＋　　（Ｃ）

（Ｄ）

夜間警備体制強化加算費 算定基準による算定額

（Ｌ）又は（Ｍ）の低い方の額

実支出額

寒 冷 地 手 当 算定基準による算定額（内訳別紙）

（Ｉ）又は（Ｊ）の低い方の額

実支出額

（Ｅ）取扱定員×１２月

苦 情 解 決 対 策
経 費

小　　　　　計

調 理 業 務 外 部
委 託 費

（Ｇ）×取扱定員×１２月

実支給額

要　　保　　護　　女　　子
の

  一  時  保  護  委  託  費

別紙１　交付基準の施設事務費基準限度額　

（Ｅ）又は（Ｆ）の低い方の額

実支出額

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業実績報告）

算定基準による算定額

（Ｖ）又は（Ｗ）の低い方の額

実支出額

（Ｙ）又は（Ｚ）の低い方の額

実支出額

算定基準による算定額

（ｂ）又は（ｃ）の低い方の額

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業実績報告：様式１＋２）

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業実績報告）

（n）又は（o）の低い方の額

実支出計画額

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業実績報告）

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業実績報告）

（ｅ）又は（ｆ）の低い方の額

実支出額

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業実績報告）

（ｈ）又は（ｉ）の低い方の額

実支出計画額

（ｋ）又は（ｌ）の低い方の額

実支出計画額

実支出額

（Ｌ）又は（Ｍ）の低い方の額

実支出額

（北海道所在施設のみ）　　　　　　　　　　　　　　　　　円×取扱定員

算定基準による算定額

限度額（７５万円）（ただし、一時保護所については４５万円）

（Ｏ）又は（Ｐ）の低い方の額

寒 冷 地 手 当

夜間警備体制強化加算費

（Ｉ）又は（Ｊ）の低い方の額

別紙１　交付基準の施設事務費基準限度額　

（Ｅ）又は（Ｆ）の低い方の額

（Ｇ）×取扱定員×１２月

新

降 灰 除 去 費

（Ｓ）又は（Ｔ）の低い方の額

実支出額

（w）又は（x）の低い方の額

調 理 業 務 外 部
委 託 費

実支出計画額

小　　　　　計

実支出計画額

心理療法担当職員
加算

取扱定員×１２月

算定基準による算定額（内訳別紙）

計

同伴児童対応等
指導員雇上費加算

苦 情 解 決 対 策
経 費

旧

計

施 設 機 能 強 化 推 進 費

事 務 用 冬 期 採 暖 費

（Ｅ）

（Ｄ）

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業実績報告：様式７＋８）

（Ａ）　　＋　　（Ｂ）　　＋　　（Ｃ）

実支給額

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業実績報告：様式４＋５）

（t）又は（u）の低い方の額

入 所 者 処 遇 特 別 加 算 費

単 身 赴 任 手 当

精 神 科 医 雇 上 費

実支出額

算定基準による算定額

通訳者雇上費加算

一 時 保 護 委 託 費

人  身  取  引  被  害  者
の

  一  時  保  護  委  託  費

要　　保　　護　　女　　子
の

  一  時  保  護  委  託  費

実支出計画額

算定基準による算定額（別紙婦人保護事業実績報告：様式７＋８）

（w）又は（x）の低い方の額

（q）又は（r）の低い方の額

ケースワーカー雇上費加算

合　　　　　　　計 （Ｈ）＋（Ｋ）＋（Ｎ）＋（Ｑ）＋（Ｒ）＋（Ｕ）＋（Ｘ）＋（ａ）＋（ｄ）＋（ｇ）＋（ｊ）＋（ｍ）＋（p）＋(s)＋（v）＋(y)

民 間 施 設 給 与 等 改 善 費 （民間経営施設のみ）　　　　（z）×（別に定める加算率）

標 準 国 庫 補 助 基 本 額 （z）　＋　（AA）



②　指導員加算分 ②　指導員加算分

施設名 （地域手当） 施設名 （地域手当） 級地

経費の種類 金 額 氏　　名 本　　俸
特殊業務
手　　当

扶養手当 地域手当 小　　計 経費の種類 金 額 氏　　名 本　　俸
特殊業務
手　　当

扶養手当 地域手当 小　　計

円 （１） 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 （１） 円 円 円 円 円 円 円 円 円

給 給

与 （ア） （ウ） 与 （ア） （ウ）

人 （イ） 人 （イ）

（エ） （エ）

（Ａ） （Ａ）

（ ２ ） （ ２ ）

（ ５ ） （ ５ ）

（ ６ ） （ ６ ）

（ ７ ） （ ７ ）

（10） （10）

（13） （13）

（Ｂ） （Ｂ）

（16） （16）

（17） （17）

（19） （19）

（21） （21）

（24） （24）

（Ｃ） （Ｃ）

（Ｄ） （Ｄ）

（Ｆ） （Ｆ）

（Ｇ） （Ｇ）

（Ｈ） （Ｈ）

（Ｉ） （Ｉ）

（Ｊ） （Ｊ）

（Ｋ） （Ｋ）

（L） （L）

（M） （M）

（N） （N）

③　合計 ③　合計

　　　　　　　　標準国庫補助基準額　　＋　　指導員加算額

（Ｉ）又は（Ｊ）の低い方の額

合　　　　　　　計 （Ｈ）　＋　（Ｋ）

民 間 施 設 給 与 等 改 善 費 （民間経営施設のみ）　　　　（L）×（別に定める加算率）

標 準 国 庫 補 助 基 本 額 （L）　＋　（M）

事　務　費　算　定　基　準　額

（Ｅ）又は（Ｆ）の低い方の額

（Ｇ）×取扱定員×１２月

実支給額

寒 冷 地 手 当 算定基準による算定額（内訳別紙）

（Ｄ）

（Ｅ）取扱定員×１２月

別紙１　交付基準の施設事務費基準限度額　

計 （Ａ）　　＋　　（Ｂ）　　＋　　（Ｃ）

管
　
理
　
費

旅 費

庁 費

（エ）×１２月×０．１８８４４

業 務 省 力 化 等
勤務条件改善費

小　　　　　計

小　　　　　計

　　直接処遇職員分　　　　　　　　　　　　　円

職 員 研 修 費

職員健康管理費

住 居 手 当

通 勤 手 当

年休代替要員費

小　　　　　計 （エ）×１２月

期 末 勤 勉 手 当 （（ウ）＋（エ））×３．９５月

（ア）又は（イ）の低い方の額

金　　額実

支

出

額

職　　種

専 兼

専 兼

専 兼

通勤手当 計
期末勤勉
手当加算

専 兼
人
　
　
　
件
　
　
　
費

　　年４月１日現在職員現員 給　　　　　　　与
住居手当

計

基　　　　　　準　　　　　　額

指　　導　　員

社 会 保 険 料
事 業 主 負 担 金

超 過 勤 務 手 当

寒 冷 地 手 当 算定基準による算定額（内訳別紙）

（L）　＋　（M）

（Ｅ）又は（Ｆ）の低い方の額

（Ｇ）×取扱定員×１２月

実支給額

（Ｄ）

職員健康管理費

（エ）×１２月×０．１７９７０

　　直接処遇職員分　　　　　　　　　　　　　円

（Ｉ）又は（Ｊ）の低い方の額

合　　　　　　　計 （Ｈ）　＋　（Ｋ）

民 間 施 設 給 与 等 改 善 費 （民間経営施設のみ）　　　　（L）×（別に定める加算率）

事　務　費　算　定　基　準　額 　　　　　　　　標準国庫補助基準額　　＋　　指導員加算額

標 準 国 庫 補 助 基 本 額

（Ｅ）取扱定員×１２月

別紙１　交付基準の施設事務費基準限度額　

小　　　　　計

計 （Ａ）　　＋　　（Ｂ）　　＋　　（Ｃ）

管
　
理
　
費

旅 費

庁 費

小　　　　　計

職 員 研 修 費

業 務 省 力 化 等
勤務条件改善費

社 会 保 険 料
事 業 主 負 担 金

超 過 勤 務 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

年休代替要員費

小　　　　　計 （エ）×１２月

期 末 勤 勉 手 当 （（ウ）＋（エ））×４．１５月

指　　導　　員

（ア）又は（イ）の低い方の額

基　　　　　　準　　　　　　額

専 兼

専 兼

専 兼

計

実

支

出

額

職　　種

専 兼

新 旧

人
　
　
　
件
　
　
　
費

　　年４月１日現在職員現員 給　　　　　　　与
住居手当 通勤手当 計

期末勤勉
手当加算

金　　額
支 出 済 額 支 出 済 額



（
３

）
月

別
入

所
延

人
員

／
４

５
６

７
８

９
１

０
小

計
１

１
１

２
／

１
２

３
小

計
合

計

要
保

護

女
子

等

乳
児

幼
児

略

旧新



（
４

）
施

設
（
一

時
保

護
所

）
事

業
費

算
定

内
訳

施
設

名

支
出

済
額

６
月

未
満

６
月

以
上

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

食
料

費
４

月

光
熱

水
費

５
月

燃
料

費
６

月

消
耗

品
費

７
月

○
○

○
費

８
月

○
○

○
費

９
月

１
０

月

１
１

月

１
２

月

１
月

２
月

３
月計

（
注

）
　

婦
人

保
護

施
設

分
に

つ
い

て
は

、
「
か

に
た

婦
人

の
村

」
委

託
分

を
本

算
定

方
式

に
準

じ
て

明
記

す
る

こ
と

。

略

旧

乳
児

分
幼

児
分

冬
期

加
算

新

経
費

の
種

類
産

婦
加

算
母

子
加

算
期

末
一

時
扶

助
費

妊
婦

加
算

基
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

準
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

額

計
要

保
護

女
子

等
分

被
服

加
算

社
会

適
応

訓
練

費
同

伴
児

童
経

費

人
身

取
引

被
害

者
支

援
医

療
費



内
訳

別
紙

施
設

（
一

時
保

護
所

）

本
俸

＋
特

殊
業

務
手

当
＋

扶
養

手
当

（
月

額
）

員
　

　
数

単
　

　
価

所
　

要
　

額
備

　
　

　
　

　
　

考

円
　

　
級

地

（
１

）
定

　
額

世
帯

主

（
扶

養
親

族
３

人
以

上
）

世
帯

主

（
扶

養
親

族
１

人
又

は
２

人
）

準
世

帯
主

（
扶

養
親

族
な

し
）

非
世

帯
主

（
２

）
加

算
額

世
帯

主

準
世

帯
主

非
世

帯
主

合
　

　
計

円

（
注

）
　

（
２

）
加

算
額

欄
に

つ
い

て
は

、
旧

寒
冷

地
に

属
す

る
場

合
の

み
記

載
す

る
こ

と
。

略

旧新

寒
冷

地
手

当
基

準
額

算
定

内
訳

区
　

　
　

　
　

　
　

　
分



　　表を作成すること。

な お、 都 道 府 県 に 婦 人 保 護 施 設 が ２ 施 設 以 上 あ る 場 合 及 び 「 か に た 婦 人 の 村 」 に

措 置 委 託 を行 っ て いる 場 合 に は 各 施 設 ご と に 作 成 す る ほ か 、 次 の 様 式 に よ る 総 括

新 旧

略
２ 婦人保護施設運営費支出状況調

支出状況調の様式は、前記「一時保護所費支出状況調等」に準じて作成すること。



別
表

１

事
務

費
事

業
費

計
事

務
費

事
業

費
計

円
円

円
円

円
円

○
○

施
設

か
に

た
婦

人
の

村
事

務
費

等
算

出
内

訳

（
１

）
事

務
費

　
　

月
額

　
　

　
　

　
　

円
　

×
　

　
　

　
　

月
　

×
　

　
　

　
　

人
　

＝
　

　
　

　
　

　
　

円

（
２

）
民

改
費

　
　

（
１

）
　

×
　

率
　

＝
　

　
　

　
 　

　
　

　
円

計
　

計
　

　
（
（
１

）
＋

（
２

）
）
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
円

略

旧新

婦
　

　
人

　
　

保
　

　
護

　
　

施
　

　
設

　
　

運
　

　
営

　
　

費
　

　
総

　
　

括
　

　
表

支
　

　
出

　
　

済
　

　
額

交
付

基
準

算
定

額
備

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
考

　
　

　
　

　
　

　
　

区
分施

設
名



別表２

品名 規格 数量 単価 使途

円

略

旧新

取得する機械器具

備考区分種目

機械及び器具（１件当たり単価５０万円以上）の購入実績



別表３　婦人相談所運営費

　ア　所要額算出調書

基準額 円

日額 年間同伴児延人数

１８０円 × 人

　（２）需用費

　　　（消耗品費）

新 旧

略

区　　　　分
対象経費の
支出予定額

左の算出内訳

１　婦人相談所活動費

　（１）旅費

　（２）役務費

　　　（通信運搬費）

２　外国人婦女子緊急

　　一時保護経費

　（１）旅費

　（２）役務費

　　　（通信運搬費）

　（３）通訳雇上費

　（４）人身取引被害者の医療費

３　広域措置費

　（１）旅費

　（２）需用費

　　　（燃料費）

　（３）役務費

　　　（通信運搬費）

４　相談・一時保護同伴児童経費

　（１）備品購入費

合　　　　計



イ　事業実績

１　婦人相談所活動費（移送費）

２　外国人婦女子緊急一時保護経費

３　広域措置費

４　相談・一時保護同伴児童経費（購入備品）

新 旧

略
要保護女子等（人数） 職員（人数）

入国管理局への移送件数 通訳雇上件数

件 件

人身取引被害者の医療費対応人数

人

広域措置実施件数 件

要保護女子等（人数） 人

付き添い職員（人数） 人



様式３

都道府県名

１　平成　　　年度委託契約施設数

施設名 委託人員 委託延べ人員 平均委託日数

※委託人員及び委託延べ人員には、同伴する家族も含む。

平成　　　年度一時保護委託実績

旧新

略



様式６

都道府県名

１　平成　　　年度委託契約施設数

施設名 委託人員 委託延べ人員 平均委託日数

※委託人員及び委託延べ人員には、同伴する家族も含む。

平成　　　年度一時保護委託実績

旧新

略



様式９

都道府県名

１　平成　　　年度委託契約施設数

施設名 委託人員 委託延べ人員 平均委託日数

※委託人員及び委託延べ人員には、同伴する家族も含む。

平成　　　年度一時保護委託実績

旧新

略



様式１０ 様式１０
　心理療法担当職員（常勤職員）算定額算出内訳 　心理療法担当職員（常勤職員）算定額算出内訳

施設名 （地域手当） 施設名 （地域手当）

本　　俸
特殊業務
手　　当

扶養手当 地域手当 小　　計 本　　俸
特殊業務
手　　当

扶養手当 地域手当 小　　計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

（ア） （ウ） （ア） （ウ）

（イ） （イ）

（エ） （エ）

（Ａ） （Ａ）

（ ２ ） （ ２ ）

（ ５ ） （ ５ ）

（ ６ ） （ ６ ）

（ ７ ） （ ７ ）

（10） （10）

（13） （13）

（Ｂ） （Ｂ）

（16） （16）

（17） （17）

（19） （19）

（21） （21）

（24） （24）

（Ｃ） （Ｃ）

（Ｄ） （Ｄ）

（Ｆ） （Ｆ）

（Ｇ） （Ｇ）

（Ｈ） （Ｈ）

氏名（
１

）
給
与

（
１

）
給
与

金　　額通勤手当 計
期末勤勉
手当加算

氏名

金　　額住居手当 通勤手当 計
期末勤勉
手当加算

新

人
　
　
　
件
　
　
　
費

給　　　　　　　与

実
支
出
額

小　　　　　計 （エ）×１２月

（ア）又は（イ）の低い方の額

基　　　　　　準　　　　　　額

期 末 勤 勉 手 当 （（ウ）＋（エ））×４．１５月

超 過 勤 務 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

年休代替要員費

（エ）×１２月×０．１７９７０

小　　　　　計

職 員 研 修 費

庁 費

社 会 保 険 料
事 業 主 負 担 金

（Ｅ）
取扱定員×１２月

　　心理療法担当職員加算限度額　

小　　　　　計

計 （Ａ）　　＋　　（Ｂ）　　＋　　（Ｃ）

管
　
理
　
費

旅 費

（Ｄ）

（Ｅ）又は（Ｆ）の低い方の額

（Ｇ）×取扱定員×１２月

職員健康管理費

　　直接処遇職員分　　　　　　　　　　　　　円
業 務 省 力 化 等
勤務条件改善費

基準額

（（ウ）＋（エ））×３．９５月

超 過 勤 務 手 当

（Ｅ）

通 勤 手 当

年休代替要員費

住 居 手 当

人
　
　
　
件
　
　
　
費

給　　　　　　　与

住居手当

基　　　　　　準　　　　　　額

（ア）又は（イ）の低い方の額

実
支
出
額

小　　　　　計 （エ）×１２月

期 末 勤 勉 手 当

社 会 保 険 料
事 業 主 負 担 金

（エ）×１２月×０．１８８４４

小　　　　　計

管
　
理
　
費

旅 費

庁 費

職 員 研 修 費

職員健康管理費

業 務 省 力 化 等
勤務条件改善費

小　　　　　計

旧

基準額

（Ｅ）又は（Ｆ）の低い方の額

（Ｇ）×取扱定員×１２月

取扱定員×１２月

　　心理療法担当職員加算限度額　

　　直接処遇職員分　　　　　　　　　　　　　円

（Ｄ）

計 （Ａ）　　＋　　（Ｂ）　　＋　　（Ｃ）
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